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はじめに        

 

 

 深刻な児童虐待が繰り返されてきたことから、国は平成１２年に「児童虐待の

防止に関する法律」を制定し、さらに、平成１６年には、児童福祉法及び児童虐

待防止法の改正により、市町村を虐待通告先に加えるとともに、要保護児童対策

地域協議会（※１）を法定化するなど、子どもを守る施策の充実を図ってきまし

た。 

 しかしながら、近年、都市化・核家族化そして地域の繋がりの希薄化の進行に

伴い、子育て家庭が孤立しがちになるなど、社会の様々な面において、子どもと

その家庭を取り巻く環境は大きく変化しています。 

 また、全国の児童相談所による児童虐待相談対応件数は、増加の一途を辿り、

児童が死亡する痛ましい事件も発生したことから、国は、平成２８年の児童福祉

法等の改正によって、児童相談所や市区町村子ども家庭総合支援拠点（※２）に

対して体制強化を求めるとともに、中核市や特別区に対しては、児童相談所設置

促進の動きを見せています。 

 こうした中、本市においては、令和２年３月に「大分市児童相談所設置検討委

員会」がとりまとめた「大分市における児童相談所設置に関する提言書」におい

て、「児童虐待をはじめとした子どもの問題に真摯に向き合い、攻める姿勢で子

どもを守るため、児童相談所を設置することが望ましい」「増加傾向を示す児童

虐待に対して、子どもの権利を擁護するため、大分市は、主体的な取組を着実に

進めるべきである」といった委員の意見が示されました。 

 この基本計画は、提言書にまとめられた内容を踏まえ、本市が児童相談所を設

置することや子ども家庭支援センターの在り方を検証することにより、児童虐

待防止の取組強化を進めるための方向性を示すものであり、さらには、本市の

総合計画「おおいた創造ビジョン２０２４」に掲げる施策「子ども・子育て支援

の充実」の着実な進捗を図ることや、大分市子ども条例及び子ども・子育て支援

法に基づく「すくすく大分っ子プラン」の基本施策「児童虐待の早期発見と対応

の強化」を実現することを目的として策定するものです。 

 

 

（※１）要保護児童対策地域協議会は、支援が必要な子どもと妊婦の情報把握や問題点の  

 共有を図るとともに、支援の内容に関する協議を行う機関であり、児童福祉法で地方公 

共団体にその設置が求められている。  
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（※２）市区町村子ども家庭総合支援拠点は、子どもとその家庭及び妊産婦等を対象に、 

実情の把握、子ども等に関する相談全般から通所・在宅支援を中心とした、より専門的 

な相談対応や必要な調査、訪問等による継続的なソーシャルワーク業務までを行う機

能を担うものであり、国の「児童虐待防止対策体制総合強化プラン（新プラン）」で令

和４年度までに全市町村に設置することとなっている。 

本市では、平成１８年４月に設置した「子ども家庭支援センター」を平成２９年４月  

に市区町村子ども家庭総合支援拠点として位置づけた。 
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１ 児童相談所設置の背景と必要性 

（１）児童虐待対応の現状 

     本市における児童虐待防止の取組に関しては、中央・東部・西部の３か

所に配置した「子ども家庭支援センター」が「大分県中央児童相談所」と

適切な役割分担（※３）のもと、緊密な連携を図り、児童虐待の早期発見、

早期対応、未然防止に努めてきました。 

    こうした中、全国の児童相談所による令和２年度の児童虐待相談対応件

数は２０万件を超え（※４）、５年前と比較すると約２倍となっており、虐

待により児童が死亡する痛ましい事件も相次いで発生したことから、国は、

児童相談所や全国の基礎自治体に対し、体制強化を求めるとともに、中核

市に対しては、児童相談所設置促進の動きを見せています。 

     一方、本市では、社会福祉士や臨床心理士、保健師等の資格を有する職

員の増員や、「大分市要保護児童対策地域協議会」（※５）の構成団体を充

実する等の取組を進めることにより、「子ども家庭支援センター」の機能強

化を図ってきましたが、令和２年度の児童虐待相談対応件数は、９１９件

（※６）となっており、その内容も、ネグレクト・心理的虐待など多様化・

複雑化している状況で、児童虐待防止対策の強化は喫緊の課題となってい

ます。 
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  （※３）子ども家庭支援センターと大分県中央児童相談所の役割分担

 

 

 

レベル 対　応　 子　ど　も　の　状　態 具　体　的　な　リ　ス　ク　因　子

・致死的な外傷　（内臓破裂、頭蓋骨骨折、SBS、重症火傷など）

・重度のネグレクト　(栄養失調、衰弱、脱水症状、医療放棄など)

・性的虐待（疑い）　(性交、性的行為の強要、妊娠、性器を触る、性感
染症罹患など)

・子どもの帰宅拒否等が頑なで理由が相応

・子どもの保護者への拒否感、おそれ、おびえ、不安が強い

・生命に危険な行為　(頭部打撃、顔面攻撃、首締めなど）があり、繰り
返される可能性が高い

・治療を必要とするほどの外傷　(骨折、顔面の外傷、火傷など)がある

・乳幼児の保護者が自己制御がきかないことを訴える

・保護者が親子心中（自殺企図）、子どもの殺害を考えている

・乳児を長時間、大人の監督もなく家に放置

・特定妊婦（出産後の養育の意思がない妊婦）

・過去に、きょうだいが不審死している

・子どもが慢性的にあざができるような暴力を受けている

・保護者に慢性の精神疾患があり、乳幼児の世話ができていない

・幼児を長時間又は夜間、大人の監督もなく家に放置

・長期にわたり世話が不十分だったり、保護者が関わっていない

・家から出してもらえない

・子どもの意に反して登校（園）させてもらえない(教育ネグレクト)

・過去に、一時保護歴、施設入所歴、きょうだいへの虐待歴がある

・近隣住民が気になるほどの子どもの泣き声や保護者の怒鳴り声
（泣き声通告・怒鳴り声通告）

・子どもに対する保護者の拒否感が強い

・保護者に虐待の自覚、認識がない

・DVがあったり夫婦関係が険悪で子どもに影響している　（警察からの
法第２５条によるDV目撃通告、情報提供書による通告）

・食事に困るくらい経済的に困窮している

・保護者が精神的に不安定で判断力が低下している

・特定妊婦

・外傷が残るほどではない暴力を受けている

・子どもに健康問題を起こすほどではないが、養育を時に放棄している

実際に虐待はないが、今後虐待につながる可
能性がある

・子どもを叩いてしまいそう、世話をしたくないと保護者が訴える

子どもの生命に危険が「ありうる」「危惧される」

今すぐ生命の危険はないが子どもに被害が生
じ、又は被害が生じる恐れがある

（大分県作成資料『児童虐待対応　市町村と児童相談所の役割分担に係る「虐待重症度判断基準表」』を基に作成）

児童虐待対応　子ども家庭支援センターと大分県中央児童相談所の役割分担に係る「虐待重症度判断基準表」

中

度

在

宅

支

援

主として

子ども家庭支援セン

ターが対応

子ども家庭支援センター主体の
関係機関連携による支援

（児童相談所は後方支援）

長期的には子どもの心身の成長に重大な影響
が生じると危惧される

保護者自身の問題があったり、養育環境が不
適切であり、自然の経過では改善の見込みが
少ない

軽

度

在宅支援

子ども家庭支援セン

ターが対応

子ども家庭支援センターの子育
て支援サービス提供
地域での定期的な見守り

実際に虐待があるが、一定の制御があり、一時
的なものと考えられる

最

重

度

児童相談所が対応

児童相談所において安全確保
を第一に対応
緊急一時保護を検討（警察との
連携）

子どもに重篤な被害が生じている

重

度

分

離

保

護

が

必

要

主として

児童相談所が対応

　

児童相談所主体の関係機関連

携による支援

(状況に応じて一時保護を検討)

子ども自身が保護を求めている
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（※４）全国の児童相談所による児童虐待相談対応件数  （厚生労働省調べ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※５）大分市要保護児童対策地域協議会は、県中央児童相談所、小中学校等、民生委 

員・児童委員、警察、児童養護施設、弁護士、医師、保健所などで構成し、子ども家 

庭支援センターが児童福祉法第２５条の２第４項に規定する調整機関として協議会

の事務を総括している。 

 

（※６）子ども家庭支援センターの児童虐待相談対応件数  
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（２）国の児童虐待防止対策の経緯 

   

ア  平成２８年の児童福祉法等の改正以前 

平成１２年に児童虐待相談対応件数の増加に伴い、児童虐待防止法が

制定されました。 

この法律では「身体的虐待・性的虐待・ネグレクト・心理的虐待」を

児童虐待と定義し、虐待を受けた児童を発見した場合には、住民にその

通告義務があることが明文化されました。 

そして、平成１６年には児童虐待防止法の改正により、通告義務の範

囲が「虐待を受けたと思われる児童を発見した場合」に拡大されるとと

もに、保護者以外の同居人による虐待を放置することもネグレクトとみ

なすこと、児童がＤＶを目撃することも心理的虐待とみなすこと等、児

童虐待の定義の見直しが行われました。 

また、同年（平成１６年）に、児童福祉法も改正され、児童相談所の

設置については、これまで都道府県、指定都市に義務付けられていたも

のが、中核市等政令に定める市においても児童相談所が設置できること

となりました。 

さらに、市町村の役割が一義的な相談対応窓口や通告先として明確化

され、要保護児童対策地域協議会が法定化されました。 

 

 

イ 平成２８年の児童福祉法等の改正以降 

平成２８年の児童福祉法の改正以前は、児童は児童福祉の「対象」と

して位置付けられていましたが、子どもにとって、かけがえのない存在

であるはずの親から虐待を受ける痛ましい事件が後を絶たず、深刻な状

況が続いていることから、子どもの権利を明確にしたうえで、子どもの

命とその未来を社会全体で守るため、平成２８年の法改正では、その第

１条で、全ての児童は、「適切に養育されること、その生活を保障される

こと、愛され、保護されること、その心身の健やかな成長及び発達並び

にその自立が図られること、その他の福祉を等しく保障される権利を有

する」主体であることが定められました。 

また、子どもを養育するうえで保護者に第一義的責任があるとされる

と同時に、引き続き、国及び地方公共団体は、その保護者とともに児童

を心身ともに健やかに育成する責任を負うこととされ、いわゆる「家庭

養育優先原則」が明記されました。 

あわせて、複雑で多様化した児童虐待の困難事例に幅広く対応するた

め、「中核市、特別区が児童相談所を設置できるよう、その設置に係る支

援等の必要な措置を講ずる」ことも明確化されました。 
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さらに、平成３０年３月に東京都目黒区で発生した女児の死亡事例を受け、

同年７月通知の「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」により、 

虐待死を防ぐため「緊急に実施する重点対策」とあわせ、問題が重篤化する

前に児童虐待を防ぐことをめざした「児童虐待防止のための総合対策」が示

されました。 

また、同年１２月には、緊急総合対策に基づき、児童相談所や市町村の専

門性の強化を図るため、専門職の大幅な増員等を進める「児童虐待防止対策

体制総合強化プラン（新プラン）」が通知されました。 

令和元年には、児童福祉法等の改正により、子どもの権利擁護（体罰の禁

止の法定化）が規定されるとともに、児童相談所は、一時保護等の介入的対

応を行う職員と支援を行う職員の機能分化による体制強化に取り組むこと

となりました。 

また、中核市・特別区に対して、児童相談所を設置できるよう、施設整備、

人材確保・育成の支援その他の措置を講ずることも明記されました。 

 

児童福祉法の理念 

第１条 全て児童は、児童の権利に関する条約の精神にのっとり、適切 

に養育されること、その生活を保障されること、愛され、保護される 

こと、その心身の健やかな成長及び発達並びにその自立が図られるこ 

とその他の福祉を等しく保障される権利を有する。 

 

第２条 全て国民は、児童が良好な環境において生まれ、かつ、社会の 

あらゆる分野において、児童の年齢及び発達の程度に応じて、その意 

見が尊重され、その最善の利益が優先して考慮され、心身ともに健や 

かに育成されるよう努めなければならない。 

 

２ 児童の保護者は、児童を心身ともに健やかに育成することについて 

 第一義的責任を負う。 

 

３ 国及び地方公共団体は、児童の保護者とともに、児童を心身ともに 

健やかに育成する責任を負う。 

 

第３条２ 国及び地方公共団体は、児童が家庭において心身ともに健や 

かに養育されるよう、児童の保護者を支援しなければならない。ただ 

し、児童及びその保護者の心身の状況、これらの者の置かれている環 

境その他の状況を勘案し、児童を家庭において養育することが困難で 

あり又は適当でない場合にあっては児童が家庭における養育環境と同 

様の養育環境において継続的に養育されるよう、児童を家庭及び当該 

養育環境において養育することが適当でない場合にあっては児童がで 

きる限り良好な家庭的環境において養育されるよう、必要な措置を講 

じなければならない。 
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法改正等の経過 

 

児童虐待防止に関する法改正等の経過については以下のとおりです。 

 

平成１２年 児童虐待の防止等に関する法律（児童虐待防止法）の成立 

主旨 

■児童虐待相談対応件数が増加するとともに、子どもや家庭をめ

ぐる問題が多様化・複雑化してきたことから、問題が深刻化する

前の早期発見・早期対応を図るとともに、地域におけるきめ細や

かな援助を目指して制定された。 

ポイント 

・児童虐待の定義（身体的虐待、性的虐待、ネグレクト、心理的 

虐待） 

・住民の通告義務 など 

 

 

 

 

平成１６年 児童虐待防止法、児童福祉法の改正 

主旨 
■深刻な児童虐待事例が続いたため、以下の点の充実・強化が行

われた。 

ポイント 

・児童虐待の定義の見直し（同居人による虐待を放置すること等 

も対象） 

・通告義務の範囲の拡大（虐待を受けたと思われる場合も対象） 

・市町村の役割の明確化（相談対応を明確化し虐待通告先に追加） 

・要保護児童対策地域協議会の法定化 など 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１６年の児童福祉法改正により、都道府県及

び指定都市以外の市についても個別に政令指定を

受けることで児童相談所が設置できることとなっ

た。 

ただし、中核市で児童相談所を設置しているのは

３市（横須賀市、金沢市、明石市）のみ 
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平成１９年 児童虐待防止法、児童福祉法の改正 

主旨 
■児童虐待の防止等に関する施策をさらに強化するため改正が

行われた。 

ポイント 

・児童の安全確認等のための立入調査等の強化 

・施設入所等の措置が行われた子どもに対する保護者の面会、通 

信等の制限強化 

・児童虐待を行った保護者が指導に従わない場合の措置の明確

化など 

 

 

 

 

平成２０年 児童福祉法の改正 

主旨 
■家庭的な保育など子育て支援事業の制度化や要保護児童等に

対する家庭的環境における養護の充実等が盛り込まれた。 

ポイント 

・乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）、養育支援 

訪問事業等、子育て支援事業の法定化及び努力義務化 

・要保護児童対策地域協議会の機能強化 

・里親制度の改正等家庭的養護の拡充 など 

 

 

 

 

平成２３年 民法等の改正 

主旨 
■児童虐待防止を図り、子どもの権利利益を擁護する観点から改

正が行われた。 

ポイント 

・親権停止制度の創設 

・法人又は複数の未成年後見人の選任の許容 

・親権者等のない里親等委託中又は一時保護中の子どもに係る

児童相談所長の親権代行 

・子どもの福祉のために児童相談所長、施設長、里親等がとる監 

護等の措置と親権との関係の明確化 など 
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平成２８年 児童福祉法の改正 

主旨 

■児童虐待の発生予防から自立支援までの一連の対策についてさらなる強化を

図るため、法の理念を明確化するとともに、子育て世代包括支援センターの法

定化、市町村及び児童相談所の体制強化、里親委託の推進などが盛り込まれた。 

■同法附則において「施行後５年を目途として、中核市、特別区が児童相談所

を設置できるよう、その設置に係る支援等の必要な措置を講ずる」ことが規定

された。 

ポイント 

【児童福祉法の理念の明確化】 

・児童の福祉を保障するための原理の明確化 

・家庭と同様の環境における養育の推進 

・国・地方公共団体の役割・責務の明確化 

・しつけを名目とした児童虐待の防止 

 

【児童虐待の発生予防】 

・子育て世代包括支援センターの法定化 

・支援を要する妊婦等に関する情報提供 

・母子保健施策を通じた虐待予防等 

 

【児童虐待発生時の迅速、的確な対応】 

・市町村における「子ども家庭総合支援拠点」の整備 

・市町村の要保護児童対策地域協議会の機能強化 

・児童相談所設置自治体の拡大 

・児童相談所の体制強化 

・児童相談所の権限強化等通告・相談窓口等 

 

【被虐待児童への自立支援】 

・親子関係再構築支援 

・里親委託等の推進 

・１８歳以上の者に対する支援の継続 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２８年の児童福祉法改正により特別区におい

ても児童相談所の設置が可能となった。 

市区町村も、「子ども家庭総合支援拠点」の整備に

努めることとされた。 
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平成２９年 児童虐待防止法、児童福祉法の改正 

主旨 

■虐待を受けている児童等の保護を図るため、里親委託・施設入

所の措置の承認申立てがあった場合に、家庭裁判所が都道府県に

対して保護者指導を勧告することができることとする等、児童等

の保護についての司法関与を強化するための改正が行われた。 

ポイント 

・虐待を受けている児童等の保護者に対する指導への司法関与 

・家庭裁判所による一時保護の審査の導入 

・接近禁止命令を行う機会の拡大 

 

 

 

 

 

 

平成３０年 

７月 
児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策 

主旨 

■国・自治体・関係機関が一体となって子どもの命を守り、子

どもが亡くなる痛ましい事件が二度と繰り返されないよう、児

童虐待防止対策の強化に向けた取組が示された。 

■児童虐待の中でも特に虐待死を防ぐことを目指した「緊急に

実施する重点対策」と、「児童虐待防止のための総合対策」が示

された。 

ポイント 

【緊急に実施する重点対策】 

・転居した場合の児童相談所間における情報共有の徹底 

・子どもの安全確認ができない場合の対応の徹底 

・児童相談所と警察の情報共有の強化 

・子どもの安全確保を最優先とした適切な一時保護や施設入所

等の措置の実施、解除 

・乳幼児健診未受診者、未就園児、不就学児等の緊急把握 

・「児童虐待防止対策体制総合強化プラン」の策定 

 

【児童虐待防止のための総合対策】 

・児童相談所・市町村の体制強化 

・児童虐待の早期発見・早期対応 

・児童相談所間・自治体間の情報共有の徹底 

・関係機関（警察・学校・病院等）の連携強化 

・適切な司法関与の実施 

・保護された子どもの受け皿の充実・強化 
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平成３０年 

１２月 
児童虐待防止対策体制総合強化プラン（新プラン） 

主旨 

■暮らす場所や年齢に関わらず、全ての子どもが地域でのつな

がりを持ち、虐待予防のための早期対応から発生時の迅速な対

応、虐待を受けた子どもの自立支援等に至るまで、切れ目ない

支援を受けられる体制の構築を目指してまとめられた。 

■児童虐待に対応する専門機関である児童相談所や市町村の

体制と専門性強化のために具体的に必要な取組が示された。 

ポイント 

・児童福祉司やその指導・教育を行うスーパーバイザーの増員、 

一時保護所の専門性向上や個室化、一時保護委託先の確保な 

ど、児童相談所の体制強化 

・児童相談所の専門性強化 

・子ども家庭総合支援拠点と要保護児童対策地域協議会の強化 

など市町村の体制強化 

・子ども家庭総合支援拠点の職員の専門性確保 など 

 

 

 

 

 

平成３１年 

２月 

児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策の更なる

徹底・強化 

主旨 

■児童虐待の更なる対策に取り組むため、子どもの安全を最優

先に、現時点において把握している事実関係を踏まえ、緊急点

検を実施し、その結果を共有・検証・検討し抜本的な体制強化

を図ることとして、緊急点検の対象となる具体的なケースと点

検期限が示された。 

■要保護児童等の情報の取扱いや児童相談所、学校、警察等の

連携に関する下記の新たなルールが示された。 

ポイント 

【新たなルール】 

・保護者への虐待の通告元や情報元に関する情報提供の禁止 

・保護者による威圧的な要求等が予想される時は、学校から児 

童相談所等への速やかな情報提供と連携 

・学校、警察、児童相談所等での実践的な研修等による虐待対 

応能力の強化 

・児童相談所等が支援を行っている家庭の転居時の引継ぎの徹 

 底 

・児童相談所への警察職員・警察ＯＢの配置など 
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平成３１年 

２月 

児童虐待防止対策に係る学校等及びその設置者と市町村・

児童相談所との連携の強化について 

主旨 

■被害を受けた子どもの適切な保護等について、学校と市町

村・児童相談所が連携した対応を図るために、徹底する取組が

示された。 

■緊急総合対策等の閣議決定等で提示されたこれまでの取り

組みの徹底と具体的な対策等が示された。 

ポイント 

【強化を図るべき事項】 

・要保護児童等の出欠状況等について、学校等から市町村又は 

児童相談所への定期的な情報提供の徹底 

・要保護児童等に関して新たな虐待の兆候等を把握した時や欠 

席理由の把握の有無に関わらず要保護児童等が連続して７日

以上欠席した場合には定期的な情報提供の期日を待たずに学

校等から市町村又は児童相談所へ情報提供を実施 

・学校等の職員や管理職を対象とした実践的な研修の実施（具 

体的な研修名の明記）など 

 

【要保護児童等への対応において留意すべき事項】 

・保護者の怒りが子ども本人に向かい更なる虐待を誘発しない 

ように配慮 

・子どもの家庭復帰後に家庭訪問の拒否等がある時は、子ども 

が直接ＳＯＳを出せるよう関係機関の連絡先提供など 
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平成３１年 

３月 
児童虐待防止対策の抜本的強化について 

主旨 

■児童虐待による死亡事件が発生する状況を深刻に受け止め、

児童虐待防止対策のための制度改正や、緊急総合対策をはじめ

とした関係閣僚会議における決定等の取組の実施について、改

めて徹底を促し抜本的な対策の強化を図るための対策が示さ

れた。 

■児童虐待防止対策を強化するための児童福祉法等の改正法

案に盛り込む事項が明記された。 

ポイント 

・体罰の禁止 

・子どもの安全確保を児童相談所の業務として明確化 

・一時保護等の介入的対応を行う職員と支援を行う職員を分け 

るなど、児童相談所における機能分化 

・児童相談所において措置決定等を円滑に行うための弁護士の 

配置またはそれに準ずる措置 

・児童相談所における医師及び保健師の配置義務化 

・児童福祉司の指導・教育を行う児童福祉司（スーパーバイザ 

ー）の配置を規定 

・児童相談所と婦人相談所、配偶者暴力相談支援センターとの 

情報共有・連携体制の強化 

・学校・福祉施設等の職員に関する守秘義務の法定化 

・母子保健分野と子ども福祉分野の連携強化による養育支援な 

ど切れ目のない支援体制の整備 など 

 

 

 

令和元年 

６月 
児童虐待防止法、児童福祉法の改正 

主旨 

■児童虐待防止対策の強化を図るため、児童の権利擁護、児童

相談所の体制強化及び関係機関間の連携強化等の措置が講じ

られた。 

ポイント 

・親権者等による体罰の禁止 

・懲戒権の在り方の検討 

・児童相談所の介入機能と支援機能の分離 

・児童相談所における弁護士及び医師、保健師の配置 

・児童福祉司及びスーパーバイザーの任用要件の見直しと児童 

心理司の配置基準の法定化 

・中核市、特別区が児童相談所を設置できるよう施設整備、人 

材確保・育成の支援等の措置 

・児童の福祉に職務上関係ある者の守秘義務の明確化 
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平成１６年の児童福祉法改正で、都道府県及び指定都市以外の市について

も、個別に政令指定を受けることで児童相談所の設置が可能となりました。 

また、平成２８年の改正では、特別区にも児童相談所が設置できることと

なり、あわせて改正の附則において、中核市と特別区による児童相談所設置

を促進する支援策を講ずることが定められました。 

こうした国の動きに対して、中核市は人口や財政規模など、置かれている

状況や児童相談所設置に対する考え方が様々であることから、中核市市長会

は、平成３１年１月に、「中核市の意見を十分に聴くこと」「中核市への児童

相談所設置は一律的な義務化ではなく、設置の後押しとなる十分な財政措置

や専門的人材の育成・確保にかかる支援を充実すること」を国に求める緊急

要請をまとめました。 

さらに、国、都道府県、市町村が一丸となった児童虐待防止に向けた体制

強化に取り組むため、令和元年５月に「児童虐待防止検討プロジェクト」を

設け、「中核市が取り組むこと」や「国や県に要望すべきこと」などを整理

し、同年１１月に「中核市が取り組むべき役割は、子育て家庭への寄り添い

支援による、児童虐待の未然防止であること」「児童相談所の設置は、地域

の実情に応じ、各市が判断していきたいこと」「中核市が児童虐待防止対策

を着実に進めることができるよう、必要かつ十分な財政措置と専門的人材の

確保・育成にかかる支援を充実すること」等を要望として取りまとめ、国に

対する提言を行いました。  

これまで、児童相談所を設置した中核市は、横須賀市・金沢市（平成１８

年４月１日設置）、明石市（平成３１年４月１日設置）の３市に止まってい

ましたが、平成３０年３月に東京都目黒区で、また、平成３１年１月には千

葉県野田市で女児が死亡する事件が発生するなど、複雑で困難なケースが増

加しており、児童虐待防止に向けた更なる体制強化を図るため、奈良市が令

和４年４月の開所を予定しているほか、旭川市・高崎市・船橋市・柏市・豊

橋市・尼崎市・鹿児島市が、児童相談所の設置について検討（※７）を進め

ています。 

一方で、国においても、児童相談所設置自治体の拡大に向け、令和２年４

月に施行した改正児童福祉法の附則に「中核市及び特別区が児童相談所を設

置できるよう、施設整備、人材確保・育成の支援措置を講ずる」「施行後５

年を目途に児童相談所の設置状況及び児童虐待を巡る状況等を勘案し、施設

整備、人材確保・育成の支援の在り方について検討を加え、必要な措置を講

ずる」旨の規定が設けられたことや、令和５年４月施行の児童福祉法施行令

及び地方自治法施行令の一部を改正する政令の公布に当たり、厚生労働省よ

り令和３年７月２１日に発出された通知において、「子育て支援施策の実施

主体である基礎自治体が児童相談所を設置した場合は、これら関連部門との

連携をより行いやすいと考えられるため、中核市等を含む地域の児童相談所

の管轄区域を見直す場合には、こうした基礎自治体の役割も念頭に置きつつ、

まずは当該中核市等が児童相談所設置市に移行することを積極的に検討さ

れたい」と示されていることから、中核市による児童相談所設置の動きは、

今後も加速することが予想されます。 

 
（※７）中核市市長会の『児童虐待防止検討プロジェクト』が令和元年１０月にとりま

とめたアンケート調査結果や、本市が令和２年１０月に行った調査の結果による。 

（３）中核市における児童相談所設置の動向  
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（４）児童虐待防止対策を強化するために児童相談所を設置する 

必要性について 

本市が児童相談所を設置する必要性については、「大分市児童相談所設

置検討委員会」において、各委員が専門的知見からの議論を尽くし、提言

書にまとめられています。 
以下に「大分市における児童相談所設置に関する提言書」に整理された

必要性の要旨を記します。 

 

   ① 児童虐待相談対応件数の増加に伴い、国は中核市に対して、児童相談所 

     設置に向けた、更なる具体的な動きを示すことが予想されます。 

  （説明） 

全国の児童相談所による児童虐待相談対応件数が増加の一途をたどり、

重篤な事件も後を絶たないなど深刻な社会問題となっている中、国は「児

童虐待防止対策体制総合強化プラン（新プラン）」をまとめ、全国の児童相

談所に対して、児童福祉司・児童心理司の増員や医師・弁護士の配置のほ

か、研修の充実など、その体制と専門性の強化を求めています。 

しかしながら、全国的な虐待件数の急増に、児童相談所の現場の態勢が

追い付いてない状況にあり（※８）、地域におけるきめ細かな対応を進め

ることを目的に、中核市に対して、児童相談所設置促進に向け、更なる具

体的な動き（※９）が示されることが予想されます。 

 

 

（※８）「児童相談所運営指針」において、虐待通告がなされた際には「４８時間以内 

に安全確認を行うことが望ましい」とされており、県内では徹底されているものの、 

虐待件数の増加に伴い、全国の児童相談所のなかには、安全確認が４８時間を超過す 

る事例がある。 

また、国の方針では、人員配置に関して、児童福祉司は、管轄区域の人口４万人に 

対して１人を配置する基準を見直し、人口３万人に対し、１人の配置に引き上げたこ 

とに加え、里親養育支援業務を行う児童福祉司も必置となったことから、人材確保が 

急務となっている。 

 

（※９）中核市の児童相談所設置が進んでおらず、国は、「施設整備」「人材確保・育成」

等の支援など一層の設置促進策を講じる（令和元年の改正児童福祉法附則）こととし

ている。 
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   ② 児童虐待にかかる問題については県の対応に加え、本市が主体的な取組 

を行う必要があります。 

  （説明） 

   令和元年度の県中央児童相談所による児童虐待相談対応件数は１，３３

４件で、そのうち本市のものは７８０件と約５８％を占めており、令和２

年度の県中央児童相談所による相談対応件数は１，１３４件で、そのうち、

本市のものは６０６件と約５３％を占めています。 

全国的には児童虐待の重症事例が相次いで発生したことで、関係機関   

や地域住民の意識が高まっており、今後も県中央児童相談所と中津児童相

談所が対応する件数は増加していくことが予想されるため、県の対応に加

え、中核市であり県都である本市が主体的な取組を行う必要があります。 

 

③ ネグレクト・心理的な虐待など多様化・複雑化する相談に対して、子ど

もに向き合い、様々な状況に対応できる専門性の高い体制や、子育て支援

から要保護児童対策まで児童福祉施策を一貫して行うことができる「総合

的な支援体制」の確立が求められています。 

  （説明） 

平成２９年度の子ども家庭支援センターによる児童虐待相談対応件数は

６４２件、平成３０年度は８３８件、令和元年度は１，０１２件と増加し

ており、令和２年度は９１９件と減少したものの依然高止まりの状態にあ

ります。 

さらに、少子化・核家族化・地域との繋がりの希薄化の進行に伴い、相談

内容もネグレクト・心理的虐待など多様化・複雑化しています。 

こうしたことから、本市には、子どもに向き合い、様々な状況に対応でき

る専門性の高い体制や、子育て支援から要保護児童対策まで、児童福祉施

策を一貫して行うことができる総合的な支援体制の確立が求められていま

す。 

 

④ 虐待以外にも子どもの抱えている問題が深刻化しており、子どもに対す

る早い段階での対応と思春期・青年期、親になる準備期から周産期・子育

て期までの「切れ目のない支援」を積極的に行うことが求められています。 

  （説明） 

  虐待以外にも、ひとり親家庭の増加など家族の形態の多様化に伴い、子

どもの抱えている問題は深刻化、複雑化しています。 

保健所を有する本市は、保健福祉の総合的サービスを提供する実施主体

として、乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）等を通じ、子ど

もに対する早い段階での対応と思春期・青年期、親になる準備期から周産

期（※１０）・子育て期までの切れ目のない支援を積極的に行うことが求め

られています。 

 

（※１０）周産期とは、妊娠２２週から出生後７日未満までの出産前後の期間を指す。 
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⑤ 中核市における児童相談所は必置ではないものの、本市で取り組めるも

のについては、市民のために積極的に取り組むことが基礎自治体としての

責務を果たすことに繋がります。 

  （説明） 

     中核市における児童相談所は必置ではないものの、本市で取り組めるも

のについては、市民のため、躊躇なく積極的に取り組むことが、２０４０

年頃を見据えた行政課題への対応（※１１）や、児童福祉法や地方自治法

に規定する「保護者とともに、児童を心身ともに健やかに育成する責任」

と「住民の福祉の増進を図る」役割を果たすことに繋がります。 

 

（※１１）高齢者の人口がピークを迎える２０４０年頃の自治体行政の課題と対応を

整理した「自治体戦略２０４０構想」には、市町村間の連携を柔軟かつ積極的に進め

る「連携中枢都市圏」の形成や、人口減少が先行して進んできた県と市町村が一体と

なって、様々な施策を展開して地域を守ることの必要性などが示されている。 

 

 

 

  以上の「必要性」を踏まえ、本市は、重篤な児童虐待をはじめとした子ども 

の問題に対して、真摯に向き合い、早期発見・早期対応を徹底するとともに、 

手厚い支援を行い「攻める姿勢で子どもを守る」ため、児童虐待防止対策を強 

化するための体制整備に向けた取組を進めます。 
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（５）児童相談所の設置効果について 

児童相談所の設置効果について、「大分市児童相談所設置検討委員会」

での整理を基に「大分市児童虐待防止対策を強化するための基本計画策定

委員会（以下「策定委員会」とします）」で議論した効果について以下に記

します。 

児童相談所の「設置効果」と「必要性」との関係については、様々な「設 

   置効果」を得られることが、児童相談所を設置するための「必要性」とし

て成立している側面もあり、「必要性」と「設置効果」は、相互に関連し、

表裏一体で厳密に区分できない部分があるため、「必要性」と重複している

ものも設置効果としてまとめています。 

 

ア 総合的・継続的支援の確立  

本市は、基礎自治体として、子どもや家庭の最も身近な場所における、

子どもの福祉に関する支援等に係る業務を行うことが役割・責務となっ

ており、重症度の高い児童虐待に対応する児童相談所を設置することで、

子育て支援から要保護児童対策まで一貫した児童福祉施策を実施する

ことができます。 

 

 

イ 児童虐待への迅速な対応と機動力の向上 

市区町村子ども家庭総合支援拠点と児童相談所のそれぞれの機能を

有することで、一時保護も含めた子どもの安全確保など、市の判断で迅

速な対応を行うことができます。 

さらに、管轄区域が本市域内に限られることで、高い機動力を発揮で

きます。 

 

 

ウ 状況に応じた最適な支援の提供 

基礎自治体が担う教育・福祉・保健等の機能と、児童相談所の担う機

能の連携により、身近な相談窓口として、子どもや家庭に関する豊富な

情報量を最大限活用しながら、子どもと家庭の状況に応じた最適な支援

を最適なタイミングで提供することができます。 

  

 

エ 市民サービスの充実 

児童相談所の設置に伴い、療育手帳の申請受付から判定、交付までの

一連の事務などを行うことが可能になり、新たなサービスの提供による

市民サービスの充実が図られます。 
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オ 寄り添い型支援の経験・ノウハウの活用 

児童相談所において、介入（保護）後に、専門的支援を実施し、支援

の段階が徐々に良い方向に切り替わっていく場合には、これまで本市が

取り組んできた「寄り添い型」の子育て支援の経験・ノウハウを活かす

ことが期待できます。 

 

 

カ 職員のスキルアップ 

中核市における福祉事務所や保健所等の住民生活に直結する業務に、

強い権限を伴う児童相談所の業務が加わることで、職員は、より広範な

児童相談業務に携わることができます。 

また、重症度の高い虐待のケースに対応することで、職員による重篤

なケースの分析・検証が可能となり、その結果を共有することで、軽度

のケースに対するスキルも磨かれるため、重症化防止とソーシャルワー

ク（問題解決を図るための相談援助活動）の段階的スキルアップが可能

になります。 
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（６）児童相談所設置に当たっての課題 

 中核市市長会が令和元年１１月にまとめた「児童虐待防止対策の強化 

に関する要望書」では、「財政負担や人材育成など」を中核市が児童相談所 

を設置する際の課題として指摘しています。 

また、「大分市児童相談所設置検討委員会」や策定委員会においても、課

題について議論を重ね整理しています。 

 

 

① 中核市が専門職を確保することは容易ではなく、また、配置する職員に

は、高度なスキルと高い意識が求められます。（人材確保・人材育成） 

 

② 児童相談所の施設整備を行い、安定的、継続的に運営するためには、必

要な財源を確保する必要があります。（財源の確保） 

 

 ③ 県の児童相談所と本市の児童相談所との対応に違いが生じることのな

いように、組織としての対応力、判断力、実行力などの力量とノウハウを

培う必要があります。 

また、子どものリスクの程度に応じて県と市の双方で関わっていたもの

が、市が児童相談所を設置した後は、市のみの関わりとなり、保護者が市

の児童相談所を拒絶した場合、支援を受け入れず、孤立化する恐れがあり

ます。 

さらに、虐待対応以外の多様な業務（療育手帳の判定や交付、里親養育

包括支援等）も発生することから、県からの業務の引継ぎ・支援を受ける

必要があります。（ノウハウの継承） 

 

④ 本市域内に児童相談所が二つできることとなり、相談する市民が混乱し

ないように配慮する必要があります。 

また、県内市町村間で頻繁に転居を行う世帯についても、県で対応が完

結していたものが、県と本市との間でケース移管を繰り返すことになるた

め、引継ぎでは、県と市の支援のはざまに陥ってしまうことのないよう、

虐待の危険度をはじめとした情報を共有し、緊密な連携を行うための仕組

みを構築しなければなりません。 

庁内においては、基礎自治体として幅広く有する豊富な情報を、児童相

談所の業務に有効に活用するための体制を作り、必要な情報を整理・一元

化しなければなりません。（役割分担・連携） 

 

以上の課題については「人材確保・人材育成」「財源の確保」「ノウハウの

継承「役割分担・連携」に分類することができます。 

「人材確保と人材育成」に関しては、本市は、社会福祉士や臨床心理士を

いち早く採用し、児童家庭相談の対応力強化に取り組んできており、必要な

有資格者を確保していることから、今後とも丁寧な取組を進める必要があり

ます。 
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「財源の確保」については、国に対して支援の拡充を求めていく必要があ

ります。 

加えて、最近の研究結果によると、小児期に虐待などの逆境的体験を受け

ると大人になってから精神的な病理に悩まされる確率が高くなることで、寿

命がおよそ２０年縮まることなどが指摘されており、財源を含め児童相談所

については、子どものその後の人生における心身の健康を阻害するリスクを

回避するための、先行投資と捉えるべきとの「大分市児童相談所設置検討委

員会」の見解も示されています。 

「ノウハウの継承」及び「役割分担・連携」については、県との連携によ

り、県中央児童相談所の有する「組織の力」を学ぶ必要があります。 

本市における児童相談所設置に当たっての課題は、県と連携・協力する 

ことなどで解決を図ることができると考えます。 

また、本市が児童相談所を設置し、本市域内の対応に専念することにより、

県中央児童相談所は、大分市以外の児童虐待対応を、これまで以上に、より

きめ細かく行うことが可能になります。 

こうしたことから、提言書には、本市の児童相談所の設置効果は市域外に 

も波及することが期待でき、「本市が児童相談所設置に向けた取組を進める 

意義は大きい」とまとめられており、策定委員会においても同様に意見をま

とめました。 
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２ 児童相談所設置の基本方針 

  

本市の総合計画「おおいた創造ビジョン２０２４」に掲げる施策「子ども・

子育て支援の充実」には、主な取組として「子どもと家庭へのきめ細かな支

援」が定められています。 

また、大分市子ども条例と子ども・子育て支援法に基づく「第２期すくす

く大分っ子プラン」には、「すべての子どもがすこやかに育つことができる大

分市」をめざす姿として、また、「児童虐待の早期発見と対応の強化」を基本

施策として掲げており、家庭や地域、教育・保育関係機関、企業など社会全

体で、その取組や施策の着実な推進を図ることとしています。 

さらに、「大分市における児童相談所設置に関する提言書」には、「子ども

の問題に真摯に向き合い、攻める姿勢で子どもを守る必要があること」、「増

加傾向を示す児童虐待に対しては、子どもの権利擁護のため、主体的な取組

を着実に進める必要があること」などが委員意見としてまとめられています。 

「おおいた創造ビジョン２０２４」「第２期すくすく大分っ子プラン」の着

実な推進と提言書の具現化を図るため、本市が設置する児童相談所の基本方

針を次のように定めます。 

 

大分市児童相談所の基本方針 

         ～すべての子どもを守るために攻める姿勢で～ 

 

○子どもの利益を最優先した支援の実施 

 

子どもや家庭の様々な状況からリスクを的確に把握するとともに、子

どもの意見を聴き取りながら、子どもの健やかな成長と安全・安心の確

保のため、子どもの最善の利益を優先した必要な支援を行います。 

 

○関係機関と連携した迅速な対応と切れ目のない支援の実施 

 

児童相談所と子ども家庭支援センターの役割を明確にし、関係機関と

の連携を図りながら、子育ての悩みや不安に対し、早期から迅速な対応

を行うとともに、思春期・青年期、親になる準備期から妊娠期まで、子

どもとその家庭に対する切れ目のない支援を行います。  

 

○基礎自治体・中核市の資源とノウハウを活かした支援体制の確立 

 

本市の有する豊富な情報と多様なサービス等の資源や、これまで培っ

てきた寄り添い型支援のノウハウを積極的に活用することで、子育てに

関する不安の解消や虐待の早期発見・早期対応・未然防止に取り組み、

基礎自治体・中核市である本市が児童相談所を設置するメリットを最大

限に発揮します。 
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３ 児童相談所と一時保護所の在り方 

（１）基本的機能・業務 

    ア  児童相談所の機能・業務 

       従来は、あらゆる児童家庭相談について児童相談所が対応すること

とされていました。 

しかしながら、近年、児童虐待相談等の急増により、緊急かつ高度

な専門的対応が求められる一方で、育児不安を背景とした身近な子育

て相談ニーズも増加しており、こうした幅広い相談対応について全て

を児童相談所のみで行うことは、必ずしも効率的ではなく、市町村を

はじめ多様な機関によるきめ細かな対応が必要となっており、児童相

談所運営指針には、「児童相談所の役割を、専門的な知識及び技術を必

要とする事例への対応や市町村の後方支援に重点化」する見解が示さ

れています。 

こうしたことから、本市が設置する児童相談所は、児童相談所運営

指針を踏まえ、子ども家庭支援センターが担う「市区町村子ども家庭

総合支援拠点」の機能と、役割分担・連携を図りながら、次の機能を

担うこととします。 

 

（ア）相談機能 

子どもに関する家庭やその他からの相談のうち、児童相談所が 

対応すべき専門的な知識及び技術を必要とするものについて、総合

的な調査・診断を行い、その判定に基づいて援助方針を定め、自ら

又は関係機関等と協力し、子どもへの必要な援助を行います。 

  

    （児童相談所運営指針に定める相談の種類） 
    ・養護相談…児童虐待、保護者の養育困難などに関する相談 
 
    ・障害相談…肢体不自由、知的障害などに関する相談 
 
    ・非行相談…ぐ犯行為（※１２）、触法行為に関する相談 
 
    ・育成相談…家庭内しつけ、不登校、性格行動などに関する相談 
     
       ・保健相談…低出生体重児、虚弱児、内部機能障害などに関する相談  
 
    ・その他の相談…里親、夫婦関係など上記に属さない相談  

 

（※１２）度重なる家出や深夜徘徊、暴走族や暴力団関係者など不道徳な人

との交際、いかがわしい場所への出入り、性的逸脱など、将来刑罰法令に

触れる行為を行うおそれがある問題行動のこと（少年法第３条第１項第

３号） 
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（イ）一時保護機能 

一時保護には、子どもの安全を確保するための「緊急保護」と子

どもの心身の状況等を把握するために行う「アセスメントのための

一時保護（アセスメント保護）」があります。 

         「緊急保護」は主として、遺棄・迷子・家出した子どもに適当な

保護者や宿所がない場合、虐待・放任等の理由により子どもを家庭

から緊急に引き離す必要がある場合などに行います。 

また、「アセスメント保護」は、適切かつ具体的な援助指針（援助

方針）を定めるために、行動観察を行う必要がある場合、里親等へ

の委託または児童福祉施設等への措置を実施している子どもの再

アセスメントが必要な場合に行います。 

 

（ウ）措置機能 

総合的な調査・診断や一時保護による行動観察等の結果から、必

要と判断した場合に行うもので、子どもやその保護者を児童相談所

の児童福祉司、児童家庭支援センター（※１３）、基礎自治体等に

指導させるほか、子どもの養育を里親やファミリーホームへ委託す

る、あるいは、子どもを乳児院（※１４）や児童養護施設（※１５）

等に入所させるなどの手法があります。 

 

     （※１３）児童家庭支援センターは、児童に関する家庭その他からの相談のうち専

門的な知識及び技術を必要とするものに応じ、必要な助言を行うとともに、市町

村の求めに応じ、技術的助言その他必要な援助を行うほか、保護を要する児童又

はその保護者に対する指導を行い、あわせて児童相談所、児童福祉施設等との連

絡調整等を総合的に行い、地域の児童、家庭の福祉の向上を図ることを目的とし

た施設で（児童福祉法第４４条の２）、設置及び運営の主体は、地方公共団体及

び社会福祉法人等となっている。                                      

   市内には、社会福祉法人が運営する児童家庭支援センター「ゆずりは」がある。 

 

     （※１４）乳児院は、乳児（保健上、安定した生活環境の確保その他の理由により

特に必要のある場合には、幼児を含む。）を入院させて、これを養育し、あわせ

て退院した者について相談その他の援助を行うことを目的とする施設である。

（児童福祉法第３７条） 

        県内には、別府市に「乳児院 栄光園」がある。 

 

（※１５）児童養護施設は、保護者のない児童（乳児を除く。ただし、安定した生

活環境の確保その他の理由により特に必要のある場合には、乳児を含む）、虐待

されている児童その他環境上養護を必要とする児童を入所させて、これを養護

し、あわせて退所した者に対する相談その他の自立のための援助を行うことを

目的とする施設である。（児童福祉法第４１条） 

    市内には、「森の木」と「小百合ホーム」の２つがある。 
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   イ  一時保護（所）の性格 

一時保護は、子どもを虐待などの権利侵害から救済し、安全を確保す

るため、時には保護者と対峙しながら行う児童相談所特有の業務であ

り、適切に実施するためには、職員に、法的対応能力などの高い専門性

が求められます。 

      この一時保護には、児童相談所自らが直接行う場合と、警察署・福祉

事務所・児童福祉施設・里親等の児童福祉に深い理解と経験を有する適

当な者に委託して行う場合がありますが、児童相談所が直接行うため

に設ける施設が一時保護所であり、必要に応じて設置（※１６）されて

います。 

一時保護は、子どもを一時的にその養育環境から分離する行為であ

り、子どもにとっては、養育環境の変化により、精神的に大きな不安を

伴います。 

さらに、子どもによっては一時保護先が初めて家庭を離れて生活す

る場となることも少なくありません。 

加えて、一時保護が必要な子どもについては、その年齢も、また、一

時保護を要する背景も、虐待や非行など様々であることから、一時保護

ガイドラインには、一時保護の在り方として「一時保護に際しては、こ

うした一人ひとりの子どもの状況に応じた適正な支援を確保し、子ど

もにとっての一時保護の意味を十分考慮に入れた、子どもに安心感を

もたらすような十分な共感的対応を基本とした、個別化された丁寧な

ケアが必要となる」ことや、「支援に当たっては常に子どもの権利擁護

に留意し、身体的苦痛や人格を辱める等の精神的苦痛を与える行為は

許されない」ことが示されています。 

  

（※１６）児童福祉法第１２条の４に「児童相談所には、必要に応じ、児童を

一時保護する施設を設けなければならない。」と規定されており、県中央児

童相談所には設置されているが、中津児童相談所にはない。 
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（２）支援の方向性と施設整備のコンセプト 

 相談所の機能・業務、一時保護（所）の性格を踏まえ、児童相談所と一時

保護所それぞれの「支援の方向性」や「施設整備のコンセプト」を次のと

おり定めます。 

 

   ア  児童相談所における支援の方向性 

 

（ア）早い段階から切れ目のない支援を実施する 

保健所を設置する本市は、保健福祉の総合的サービスを提供する実

施主体として、「パパママほっと相談コーナー（子育て世代包括支援セ

ンター）」等との情報の共有や緊密な連携を図り、妊娠期からの切れ目

のない支援に取り組みます。 

 

（イ）専門性の高い相談対応機関をめざす 

高い専門性を有する児童福祉司や児童心理司を配置することで、子

どもや家庭のニーズに応じた的確な相談援助活動を行います。 

また、プライバシーに配慮し、利用者が安心して相談できる環境を創

ります。 

 

（ウ）関係機関との連携を徹底する 

支援を必要とする子どもや家庭に関する情報の共有を図るとともに、

的確な支援により、重症化を防ぐため、警察、保健所、学校、児童養護

施設、医療機関、療育機関等の関係機関と緊密な連携を図ります。 

 

（エ）迅速かつ臨機応変に対応する 

管轄区域が市内に限定される利点を活かし、緊急対応が必要と判断

したケースには初期対応体制を整え、迅速に子どもの安全を確保しま

す。 
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イ  児童相談所における施設整備のコンセプト 

児童相談所の設置に当たっては、相談機能・一時保護機能・措置機能が    

効果的に働くよう配慮します。 

  また、プライバシーに配慮し、保護者や子どもが相談しやすく、診断等 

 の説明を落ち着いて受けることができるよう、主な施設については次のコ 

ンセプトのもと整備を行います。 

 

 ・事務室…業務を円滑に進めるため、意見交換・情報共有の会議を頻繁

に行うことを想定し、必要なスペースを設けるとともに、法

改正等による職員の増員、ケースファイルの増加を考慮して

十分な広さを確保します。 

 

・待合室…子どもや保護者のプライバシーに配慮した構造とし、安心し

て相談できるよう落ち着いた雰囲気を創ります。 

 

・面接室（相談室）及び判定室 

    …子どもや保護者との相談対応等で使用するため、防音やプラ

イバシーに配慮した構造とし、落ち着いた雰囲気を創ります。 

 

・観察室…子どもや保護者の様子の観察に対応できる構造とします。 

 

・療法室…様々な心理療法を行う際に、子どもが落ち着いて各種の療法

を受けることができる構造とします。 
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ウ 一時保護所における支援の方向性 

  

（ア）子どもの安全・安心を確保する 

外部からの不当な侵入と子どもの視認を防止します。 

また、事故等の発生防止のため、施設の構造は子どものプライバシー

に配慮するとともに死角をなくして、子どもの安全・安心を守ります。 

 

（イ）一人ひとりの子どもの状況に配慮する 

一時保護を要する背景は、虐待や非行等子どもによって様々であり、

それぞれの状況に応じて適切に対応できるよう配慮します。 

また、子ども一人ひとりにきめ細かな対応を行うため、居室の個室化

を行い、日中活動における個別ケアについても対応に努めます。 

 

（ウ）子どもの権利を擁護する 

一時保護所において生活上何らかの制限をかける場合は、子どもの最

善の利益を優先して考慮することを念頭に、子どもの理解力に応じた丁

寧な説明により、理解を得られるよう努めます。 

また、明るく温かみのある空間を創り、生活習慣を身につけられるよ

うな、家庭環境に近い生活環境を実現します。 

さらに一時保護の期間は、できるだけ短期間となるよう配慮します。 

 

（エ）学習の機会を保障する 

一時保護により通学等が制約されることから、それぞれの子どもの理

解度に応じた学習の機会を提供するとともに、進路選択を控える子ども

には個別で学習の機会を設けること等により、子どもの希望に沿った支

援を行います。 

また、基礎自治体としてのメリットを活かし、子ども一人一人の在籍

校での学習状況を把握したうえで学習の機会を提供し、一時保護を解除

する際には、一時保護所での学習内容を在籍校に伝達することにより、

一時保護を行うことが、子どもの不利益にならないよう配慮します。 
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エ  一時保護所における施設整備のコンセプト 

一時保護所の設置に当たっては、外光を十分に受けることができ、温か 

みのある雰囲気の中で、子どもたちが、起床・食事・学習から就寝まで規 

則正しい日常生活を送ることができる施設を整備します。 

また、一時保護所へ入る際の動線は、周辺からの視線に配慮した構造と 

します。 

 主な施設については、以下のコンセプトのもと整備を進めます。 

 

・居 室…きょうだい等の複数児童や１人で眠れない子どもに対応する 

ため、２人部屋にもすることができる一定の広さの個室を確 

保するとともに、ベッドの部屋と布団の部屋を用意するなど、 

子どもの環境の変化による負担を少しでも減らせるよう配慮 

します。 

 

・静養室…感染症など特別な配慮が必要な子どもに対応できるよう、シ 

ャワー・トイレの設置のほか、クッション性の壁面を採用す 

るとともに、精神的に不安定な子どもが１人になって落ち着 

きを取り戻せるような工夫を施します。 

 

・学習室…普段の学習から遠ざかる不安を解消し、落ち着いた雰囲気の 

中で学習の機会を提供できるよう配慮します。 

 

    ・厨房及び食堂 

        …明るく楽しい雰囲気で食事ができるよう配慮します。 

 

    ・談話室（プレイルーム） 

        …集団でグループ活動を行ったり、ゲームなどの遊具や本を備 

えることでゆっくりと過ごしたりできるよう十分なスペース 

を確保します。 

 

・体育館…雨天時にも集団で体を動かすことやレクリエーションを行う 

ことができるよう十分なスペースを確保します。 

 

・グラウンド 

        …設置が可能な場合、外部からの視線に配慮した屋外における 

活動場所として設けます。 

 

・指導員室 

     …指導員の業務が円滑に進むよう必要なスペースを確保すると 

          ともに、子どもを確実に確認するため、指導員室から死角が 

ないよう配慮します。 
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  オ  一時保護所の定員設定 

    大分県こども・女性相談支援センターの事業概要（令和３年５月）によ

ると、令和２年度は１８６人（中央１３６人・中津５０人）の児童を一時

保護しており、保護児童数は前年度と比較すると１２人減少しています。 

また、一日平均の保護人数は１１.８人で、月別平均では、６月が１７. 

６人で最大であり、４月は５.５人と最も少なくなっています。 

さらに県中央児童相談所が一時保護した１３６人の児童のうち、本市の 

児童は６３人であり、一日平均の保護人数は４.２人（推計値）となってい 

ますが、保護した児童数は、年間を通じて一定ではなく、ばらつきがあり 

（県の一時保護した児童数から大分市の児童数を推計すると３月が最大 

で６.７人、１２月が最少で０.８人）、夜間の緊急的な対応に備える必要

があること、児童虐待相談対応件数は令和２年度こそ減少したものの、依

然高止まりの状態にあることや、先行する中核市の状況も踏まえると、本

市で一時保護所を設置する際は少なくとも２０人程度の受け入れ可能な

施設を検討する必要があります。 

 

    （参考１）先行する中核市の一時保護所の一時保護所の定員 

         横須賀市（人口：３８８,５０４人）：２５人 

         金沢市 （人口：４６３,５８３人）：１２人 

         明石市 （人口：３０３,８３８人）：２５人 

 

※人口は令和２年国勢調査 

         ※横須賀市・金沢市は平成１８年４月１日に設置、明石市は 

平成３１年４月１日に設置 

 

 

    （参考２） 

      県中央児童相談所が一時保護した児童数は、平成３０年度１９８名、

令和元年度１４６人、令和２年度１３６名となっており、そのうち本

市の児童は、平成３０年１１３名、令和元年度８２名、令和２年度６

３名となっています。ただし、令和元年度は、新型コロナウイルス感

染症拡大に伴う小中学校の臨時休業や外出自粛要請等が行われるな

ど、特殊な状況下にあったことを考慮する必要があります。 
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（３）一時保護（所）の課題 

 全国の児童相談所の中には、一時的に定員を超過して子どもを一時保護

所に入所させる事態が見受けられるところもあり、様々な背景を有する子

どもを同一の空間で援助することや、子ども一人ひとりの状態に合わせた

個別的な対応が十分にできていないことなどの課題が指摘されています。 

また、設備や運営に地域間格差もあることから、国は、「一時保護ガイド

ライン」を作成し、一時保護を適切に行うための実効ある見直しを進める

こととしています。 

 

※「大分市における児童相談所設置に関する提言書」に示された一時保護（所）

での課題 

 

① 一時保護を行う際には、安全の確保やアセスメントの実施により、子ど 

もの権利を守ることが重要であるにもかかわらず、一時保護の必要性、一 

時保護期間中の外出・通学・面会などの制限される内容、不服申し立ての 

 方法などの説明が、入所前に子どもの年齢や理解に応じて適切に行われて 

 いない状況があること。 

 

  ② 一時保護所では、外部との交流をどこまで制限するか明確な基準が示さ

れていない場合があること。 

 

③ 一時的に定員を超過して子どもを入所させている状況があること。 

 

④ 子ども同士の暴力やいじめ等が起こる可能性があるにも関わらず、虐待 

や非行など様々な背景を有する子どもや重大事件に係る触法少年と思料 

される子どもを同一空間で援助している状況があること。 

   

⑤ 障がいのある子どもや医療的ケアを必要とする子ども、文化・慣習・宗 

教等が異なる子ども、ＬＧＢＴ等の性的指向又は性自認に配慮が必要な子 

どもなど、一人ひとりの状態にあわせた個別的な対応が十分でない場合が 

あること。 

   

⑥ 一時保護の期間は、原則として、２か月を超えてはならないとの規定が 

あるにも関わらず、一時保護期間が長期化する状況があること。 

 

⑦ 一時保護所から学校への通学が困難な場合が多いこと。 

 

⑧ 子どもの心身が安定し、安心感を持って生活するために必要な職員の確 

保と施設整備が行われていない一時保護所があること。 
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一時保護所は、子どもの安全を迅速に確保し、適切な保護を図るとともに、 

子どもの心身の状況、その置かれている環境その他の状況を把握するための施 

設であり、入所する子どもについては、その年齢が、乳幼児期から思春期まで 

と幅広く、また、一時保護を要する背景も虐待、非行あるいは発達障がいなど 

様々であり、一人ひとりの子どもの状況に応じた適切な支援を確保することが 

必要です。 

しかしながら、「大分市児童相談所設置検討委員会」が整理したとおり、一時 

保護所の中には、一時的に定員を超過して子どもを入所させる事態や様々な背 

景を有する子どもを同一の空間で援助している状況が見受けられ、こうしたこ 

とが子どもの権利擁護の観点から課題として指摘されており、一時保護や一時 

保護所の在り方そのものが今後見直される可能性があります。 

また、本市においては、児童相談所特有の業務である一時保護所に携わる人 

材の確保や、子どもの立場に立った適切な運営の担保が、今後における課題と

なっており、その対応には応分の時間がかかることが予想されます。 

一時保護所の重要性に鑑みると、児童相談所開設と同時に設けることが理想 

ではあるものの、開設当初は、県や児童養護施設等に一時保護を委託するなど 

の手法（※１７）により、当面の間、一時保護所の設置を見送り、国の動向等

を見極めるとともに、人材確保・ノウハウの蓄積などの準備を着実に進める必

要があります。 

 
（※１７）具体的には、一時保護の受け入れ先を安定的に確保するため、県や児童養 

護施設等と定員に関する協定を締結することが望まれます。 
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（４）児童相談所・一時保護所の組織編成 

     児童相談所運営指針によると、児童相談所の組織については「総務部門」

「相談・判定・指導・措置部門」「一時保護部門」の３部門を持つことを基

本しており、本市の人口規模ではⓐ総務部門、ⓑ相談・措置部門、ⓒ判定・

指導部門、ⓓ一時保護部門による組織構成が標準として示されています。 

それぞれの部門の主な業務として、ⓐ総務部門は、所属職員の人事及び

給与に関すること、公文書類の収受・発送及び保存に関すること、物品会

計事務に関すること、施設の維持管理に関すること、全体的事業の企画・

普及に関すること、一時保護している子どもの所持品の引き取り、保管及

び処分に関すること等があります。 

ⓑ相談・措置部門は、相談の受付、受理会議の実施とその結果の対応、調

査、社会診断及び指導、相談業務全般についての連絡調整、管轄区域にお

ける子どもや家庭が抱える問題の把握及び予防活動、一時保護手続き等が

あります。 

ⓒ判定・指導部門は、調査・社会診断、医学診断、心理診断等及び指導の

ほか、判定会議の実施とその結果の対応、判定に基づく援助指針（援助方

針）の立案、療育手帳・各種証明書等に関すること等があります。 

また、ⓓ一時保護部門は、一時保護の実施、一時保護している子どもの

保護、生活指導、行動観察及び行動診断等があります。 

こうしたことを踏まえ、相談援助活動を的確に行うため、さらには、基

礎自治体そして中核市である本市が児童相談所を設置することのメリット

を最大限に発揮するため、児童相談所の組織編成の考え方は、次のとおり

とします。 

 

組織編成の考え方 

                

ア 「相談・措置部門」と「判定、指導部門」を統合し、効果的な相談・支

援に繋げます 

「相談・措置部門」と「判定・指導部門」を統合し、児童福祉司と児童

心理司による一体的かつ効果的な相談・支援体制を構築します。 

こうした体制により、社会診断・心理診断・医学診断・行動診断をバラ

ンスよく組み合わせ、多面的、総合的かつ継続的なアセスメント力の向

上を図り、家庭の全体像や課題に至るまでの過程の詳細な把握に努めま

す。 

 

イ  系統的に組織を構成し、業務の効率化を図ります 
組織については、県中央児童相談所の組織を参考に、人事・予算・庁舎

管理その他の総括的事項を担当する「総務部門」、主な機能である相談・

判定・指導・措置機能を集約した「相談・支援部門」、一時保護した子ど

もへの支援を行う「一時保護部門」の３つに分け、明確な役割分担のも

と、系統的な組織構成を行い、業務の効率化を図ります。 
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ウ  地区担当制による一元的な対応を行います 

児童虐待対応を含む養護相談、非行相談、障害相談等については、種

別ごとに明確に区別することが困難なケースもあることから、相談種別

に関わらず、一元的に対応するため、地区担当制による総合的な相談対

応を行います。 

また、基礎自治体や中核市としての強みを活かし、地域の社会資源の

詳細な把握に努め、子どもやその家庭に効果的な支援を行います。 
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（５）児童相談所・一時保護所の職員配置 

児童相談所は、その管轄区域内の人口に応じ、一定数の児童福祉司や児

童心理司を配置する必要があります。 

加えて、弁護士や医師などの配置も必要となっており、「大分市における

児童相談所設置に関する提言書」に基づいて、確保が容易でない職種につ

いては、常勤にこだわらず、非常勤職員を採用するなど柔軟な方策を検討

する必要があります。 

児童相談所及び一時保護所に配置する主な職員は以下のとおりです。 

 

≪児童相談所の職員配置≫ 

所長（１人） 

児童相談所全体の事業を調整し、外部との関係づくりを行います。 

所長は子どもの処遇について大きな権限を行使することから、子どもの人

権擁護を念頭に置いた判断が求められます。 

 

○業務内容 

・所の統括 

・法に定められている権限の行使（一時保護、措置等） 

・都道府県知事等から委任された権限の行使（措置、児童自立生活援助事 

業の実施等） 

・各部門の業務の統括 

・児童相談所を代表しての対外活動 

 

○資格 

・医師であって、精神保健に関して学識経験を有する者 

・社会福祉士 

・児童福祉司として２年以上勤務した者 等 

 

 

児童福祉司（２２人） 

児童福祉司には、子どもの権利を擁護し、関係機関と連携・協力しながら

子どもとその家庭に対応する能力が求められます。 

相談や通告のあった要保護児童等の担当者となり、調査・社会診断等をも

とに子どもやその家庭に対する支援方針を決定し、必要に応じて、組織的に

指導を行います。 
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○業務内容 

・子ども、保護者等からの子どもの福祉に関する相談への対応 

・必要な調査、社会診断の実施 

・子ども、保護者、関係者等への支援・指導 

・子ども、保護者等の関係調整（家族療法など） 

 

○資格 

・医師 

・社会福祉士 

・精神保健福祉士 

・社会福祉主事・保健師・保育士等の一定の資格を有し、講習終了などの 

要件を満たした者 等 

 

 

児童福祉司スーパーバイザー（児童福祉司ＳＶ）（５人） 

児童福祉司が担当する要保護児童等への支援の進捗状況を把握し、将来の

見通しも含めたアドバイスを行います。 

児童福祉司としての業務経験を活かしたマネジメント力が求められます。    

 

○業務内容 

・児童福祉司及びその他相談対応職員に対する指導・教育 

 

○資格 

・児童福祉司として概ね５年以上勤務した者であって、厚生労働大臣が定

める基準に適合する研修の課程を修了した者 

 

 

里親養育支援児童福祉司（１人） 

里親に関する普及啓発や里親の相談に応じ、必要な情報の提供や助言、研

修等の支援を行います。 

 

○業務内容 

・里親養育支援体制の構築及び里親委託の推進 
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○資格 

・医師 

・社会福祉士 

・精神保健福祉士 

・社会福祉主事・保健師・保育士等の一定の資格を有し、講習終了などの要 

件を満たした者 等 

 

 

児童心理司（１４人） 
必要な面接や検査、観察等による心理診断を正確に行うための専門性を有

し、どもや保護者が今後の見通しを立てられるように的確な説明を行います。 

また、児童福祉司と連携し、心理診断を積極的にケースワークに活かして 

いく能力も求められます。 

 

○業務内容 

・診断面接、心理検査、観察等による子ども、保護者等に対する心理診断 

・子ども、保護者、関係者等への心理療法、カウンセリング、助言指導の実 

施 

 

○資格 

・公認心理師 

・心理に関する専門的な知識及び技術を必要とする指導をつかさどる所員

は、医師であって、精神保健に関して学識経験を有する者又は大学にお

いて心理学を専修する学科等の過程を修めて卒業した者等が含まれなけ

ればならない。 

 

 

児童心理司スーパーバイザー（児童心理司ＳＶ）（２人） 
児童心理司としての経験を活かし、児童心理司の行う心理診断等について

指導を行います。 

要保護児童等への支援の進捗状況を把握し、児童心理司の視点から支援方

法や今後の見通しについて助言できる能力も求められます。 

 

○業務内容 

・児童心理司及び心理療法担当職員の指導・教育 

 

○資格 

・心理判定及び心理療法並びにカウンセリングについて、少なくとも１０

年程度の経験を有するなど相当程度の熟練を有する者 
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弁護士（一時保護所兼任）（１人） 

子どもの人権を守るために、必要となる法的手続きを担当するとともに、

児童相談所の措置に関する保護者への説明・対応等の業務を行います。 

また、一時保護された子どもの人権を守るために、必要となる法的手続き

を担当します。 

 

 

医師（一時保護所兼任）（１人） 

援助方針を決定するために、子どもや保護者の状態を医学的に診断すると

ともに、児童心理司が担当する診断についてのアドバイスを行います。 

また、一時保護している児童について、医学的見地からの助言等を行いま 

す。 

 

 

保健師（一時保護所兼任）（１人） 

子どもの健康・発達面について判断し、児童福祉司と連携して家庭支援を

行います。 

また、一時保護所における子どもの健康・衛生面でのケア、生活指導等に

関わります。 

（児童福祉法では児童相談所に「医師又は保健師」を配置することとなって

いますが、「児童虐待防止対策体制総合強化プラン」により保健師を１名配置

することが義務付けられました。） 

 

 

警察官（１人） 

児童虐待の対応場面において、警察実務の経験に基づく知見を活かし、警

察と察との連絡調整や、現場での子どもの安全確認、リスク判断、暴力的な

親への対応などを児童福祉司らと共に行います。 

 

 

電話対応職員（４人） 

児童虐待通告に関する電話を受け付けるとともに、子育て相談や悩みに対

する助言を行います。 
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受付対応職員（１人） 

来所者の受付を行い、担当職員へ引継ぎます。 
 

 

舎監（１人） 

施設の開錠及び施錠等の警備や安全確認等を行います。 

 

 

≪一時保護所の職員配置≫ 

一時保護所児童指導員及び保育士（９人） 

一時保護所に入所する児童は、さまざまな事情をかかえており、個々の児 

童の状況に応じた的確な支援を行うため、高い専門性が求められます。 

あわせて、子どもが安心感を持って生活できるよう、一人ひとりの心に寄 

り添いながら、適切な援助ができる能力も必要です。 

   また、保育士は、主に幼児を対象としながら、子どもたちと日常をともに 

し、必要な支援や援助を行います。 

 

○業務内容 

・一時保護している子どもの生活指導、学習指導、行動観察、行動診断、緊

急時の対応等、一時保護所業務全般 

・児童福祉司や児童心理司等と連携した子どもや保護者等への指導 

 

○資格 

・社会福祉士、精神保健福祉士、３年以上児童福祉事業に従事した者であっ

て、都道府県知事が適当と認めた者、保育士 等 

 

 

教員（一時保護所）（１人） 

教員経験を活かし、学校等と密接に連携し、児童虐待や非行相談等に対応

します。 

また、一時保護所での学習においても、子どもの在籍校と連携し、それぞ

れに最適な方法や学習レベルに合わせた指導を行い、子どもに不利益となら

ないよう学習支援を行います。 
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看護師（一時保護所）（１人） 

一時保護所における子どもの健康・衛生面でのケアや医療機関の受診同行

を保健師と連携して行います。 

（乳児１.６人に１人以上の配置が義務付けられています。） 

  

  

栄養士（一時保護所）（１人） 

一時保護所入所中の児童の栄養面の管理を行います。 

 

  

指導員補助（一時保護所）（８人） 

一時保護所児童指導員の補助を行います。 

 

 

心理担当職員（一時保護所）（１人） 

グループ活動等を通じて、一時保護所入所中の子どもの心理面での支援を

行います。 

 

 

 児童相談所に配置する職員については、児童福祉法で定められた要件を満たす

専門職の確保に努めるとともに、スキルを高めるための研修機会の充実にも取り

組む必要があります。 

また、一時保護所においては、子どもの栄養指導のため栄養士のほか調理業務

を行う職員の配置も必要です。 

さらに、「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」で示された警察職

員や警察ＯＢほか保育教諭等の配置等も含め、円滑な運営を行うための、多様な

職種の配置について検討を進めます。 
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児童相談所の職員数の算定 

配置職種 必要職員数 根拠 

所長 1人 児童福祉法第 12条の 2 

児童福祉司 ①人口ベース 

478,146 人÷30,000≒16 人 

（端数切り上げ） 

②虐待対応件数による上乗せ 

（881－478,146 人×0.001）÷

40＝11 人 

（端数切り上げ） 

※対応件数（881 件）は、県中央

児童相談所の令和 4年度想定件

数より大分市分を推計。 

 

計①＋②＝ 16人＋11人＝27人 

（スーパーバイザーを含む） 

児童福祉法施行令第 3 条第 1 項第 1 号及び児童福祉

法施行規則第 5条の 2の 1 

①人口ベース 

児童福祉司 1人につき人口 3万人が基準となる。 

②虐待対応件数による上乗せ 

人口当たり対応件数が全国平均より多い場合は、40

件あたり児童福祉司 1人の上乗せを行う。 

・計算式 

上乗せ職員数＝（虐待対応件数－人口×0.001）÷40 

 

 児童福祉

司スーパ

ーバイザ

ー 

 

 

 

児童福祉司の基本人数 27 人÷

6≒ 5 人 

（端数四捨五入）（児童福祉司

の基本人数に含む） 

児童福祉法施行令第 3条第 2項 

※児童福祉司（地区担当職員）5人つき 1人配置し、

児童福祉司の増員に伴い、スーパーバイザーも増員

することとされている。 

※児童福祉司数にはスーパーバイザーを含む。 

 

 

 

 

里親養育支援

児童福祉司 

1人 児童福祉法施行令第 3条第 1項第 1号 

児童心理司 児童福祉司の基本人数 27 人÷

2≒14 人 

（端数切り上げ） 

児童福祉法施行令第 1条の 3 

※児童福祉司 2人につき 1人配置する。 

児童心理司 

スーパーバイ

ザー 

2人 

※児童心理司数には含めない。 

※配置基準に関する具体的な規定はない。 

弁護士 

（非常勤職員） 

1人以上 

（一時保護所兼任） 

児童福祉法第 12条第 3項 

 

医師 

（非常勤職員） 

1人以上 

（一時保護所兼任） 

児童福祉法第 12条の 3第 6項第 2号 

※令和元年児童福祉法改正法により令和 4 年度より

1人以上の配置が義務付けられた。 

児童福祉司（地区担当職員）22 人＋スーパーバイザー5 人＝27 人 
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配置職種 必要職員数 根拠 

保健師 1人以上 

（一時保護所兼任） 

児童福祉法第１２条の３第６項第２号 

※令和元年児童福祉法改正法により令和 4 年度より

1人以上の配置が義務付けられた。 

警察官 1人 県中央児童相談所の配置を参考に算出した。 

電話対応職員 4人 県中央児童相談所の配置を参考に算出した。 

受付対応職員 1人 県中央児童相談所の配置を参考に算出した。 

舎監 1 人 県中央児童相談所の配置を参考に算出した。 

計 55 人程度 

 

一時保護所の職員数の算定 

配置職種 必要職員数 根拠 

一時保護所児 

童指導員及び 

保育士 

 

2 歳未満 

…幼児 1.6 人につき 1人以上 

2歳以上 3歳未満 

…幼児 2人につき 1人以上 

3歳以上 

…幼児 4人につき 1人以上 

小学校始期以降 

…児童 5.5 人につき 1人以上 

 

※児童 45 人以上入所の場合更に

1人以上 

厚生労働省発出「一時保護の概要」 

※一時保護所児童指導員について、本市では児童福

祉司と保育士の配置を想定した。 

※県中央児童相談所の配置を参考に算出した。 

教員 1 人以上 ※配置基準に関する具体的な規定はない。 

（教員免許有資格者を想定） 

看護師 乳児 1.6 人につき 1人以上 厚生労働省発出「児童福祉施設最低基準」 

栄養士 1人 県中央児童相談所の配置を参考に算出した。 

指導員補助 8人 県中央児童相談所の配置を参考に算出した。 

心理担当職員 1人 県中央児童相談所の配置を参考に算出した。 

計 21 人程度 



- 45 - 

 

（６）児童相談所に付加する機能 

「児童相談所運営指針」には、「児童相談所を設置するに当たっては、住

民、利用者の視点に立った保健・福祉サービスを推進する観点から福祉事

務所、保健所、知的障害者更生相談所等の各事務所と統合を推進すること

も差し支えない」ことが定められています。 

児童相談所の設置にあわせ、付加することが望ましい機能については「大

分市における児童相談所設置に関する提言書」にまとめられたものを基に、

策定委員会において整理しました。 

本市の児童相談所が市民にとって、利用しやすく、かつ、身近な施設と

なるよう、検討を進めます。 

 

ア 子育て支援（市区町村子ども家庭総合支援拠点）の機能 

市区町村子ども家庭総合支援拠点である「子ども家庭支援センター」の

機能を児童相談所に付加することで、要保護児童等の引継ぎが円滑に行

われ、迅速な対応・支援が可能になります。 

また、児童虐待の背景にＤＶが潜むケースが多いことから、ＤＶ担当部

署を児童相談所内に設置することで、連携した対応が期待できます。 

 

イ 障がい児支援の機能 

言葉の遅れや発達障がいのある子どもの治療・訓練を行う療育施設は、

限られており、診察を受けるまでに一定の期間を要する状況であること

から、障がい児支援の機能を付加することを検討します。 

 

ウ 教育相談・啓発・研修の機能 

児童虐待の早期発見、不登校の相談対応においては、スクールカウンセ

ラー・ソーシャルワーカーとの連携や、学校との情報共有も必要であり、

いじめ・不登校・特別支援教育等に関する機能の付加を検討します。 

また、体罰によらない家庭教育を進めるための啓発機能や、児童相談所

の職員のみならず、基礎自治体としての業務である子ども家庭相談に携

わる職員などの研修機関としての機能についてもあわせて検討します。 

 

エ 養育のライフサイクルを見据えた支援の機能 

虐待、貧困の世代間連鎖を断ち切るためには、全ての子どもが公平にス

タートでき、健やかに育つよう、胎児・新生児期から青年期、親になる準

備期間を経て、妊娠・周産期までの各発達段階において自立のための支

援を切れ目なく行う必要があります。 

 

特に、近年は、核家族化や地域の繋がりの希薄化などの進行に伴い、子

育て家庭が孤立しがちになるなど、子どもとその家庭を取り巻く環境も

大きく変化しているため、制度・分野ごとの縦割りの関係を超えて、養育

のライフサイクルを見据えた支援も求められています。 
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４．児童相談所設置に向けて 

（１）設置場所の考え方 

本市が児童相談所を設置する際には、周辺住民に対して丁寧に説明を行

うなど、説明責任を果たし、合意形成を図ることが求められます。 

児童相談所の果たすべき役割を最大限発揮し、開設当初から相談援助活

動を円滑に行うために、かつ子どもが不利益を被ることなく、その意見が

尊重され、最善の利益が優先して考慮されるためには、設置場所の問題以

上に、「いかに児童相談所の運営を円滑に行うことができるか」が重要と

なってきます。 

こうしたことから、本市の有する機能（福祉・保健・教育等）との緊密

な連携が図れ、要保護児童等の引継ぎをスムーズに行うことができる中央

子ども家庭支援センターがある「城崎分館」を含め、最もふさわしい設置

場所について十分検討を行うこととします。 

新規に施設を建設するか、既存施設の活用を図るか、児童相談所業務を

段階的に実施する可能性も含め、選定した場所で開設当初から円滑な運営

を行うためにも、県中央児童相談所の緊密な連携・協力を得て、「組織とし

ての力」を引継ぎ、そのノウハウを継承できる体制を構築する必要があり

ます。 
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※「大分市における児童相談所設置に関する提言書」に示された設置場所 

 

 

 大分市は、まずは、県の児童相談所の有する重要なノウハウを円滑かつ速やか

に引継げる場所に児童相談所を開設し、「組織としての力」を培うことが望まし

い。 

 

【設置場所の整理】 

円滑に設置・開設を行うことができる場所として「大分県中央児童相談所内も

しくはその敷地内」と中央子ども家庭支援センターがある「城崎分館内」を想定。 

 

①大分県中央児童相談所内もしくはその敷地内に設置する場合 

《効果》 

・県中央児童相談所の有する組織的なノウハウを間近で学ぶことができる。 

・設備、施設等をはじめとした県中央児童相談所の資源を活用できる。 

・児童相談所に配置が求められている弁護士、医師等の人材を共有できる。 

 

《課題》 

・大分市の有する機能（福祉・保健・教育等）との連携や子ども家庭支援セン

ターとのケース引継ぎに配慮しなければならない。 

 

②中央子ども家庭支援センターのある城崎分館内に設置する場合 

《効果》 

・大分市の有する機能（福祉・保健・教育等）との緊密な連携が可能になる。 

・子ども家庭支援センターとのケース引継ぎが円滑に行える。 

 

《課題》 

・県中央児童相談所からの専門性の引継ぎはもとより、事務引継ぎ等に支障が

生じる可能性がある。 

・城崎分館内ではスペースに限りがあり、執務室・相談室等を十分に確保する

ことが困難である。 

・周辺に一方通行が多いため、利用者が迷う等アクセスに支障がある。 
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（２）人材確保・人材育成の取組推進 

子どもとその家庭に対する支援を適切に行うためには、児童相談所に必

要となる人員の確保・配置をはじめとした体制の整備とあわせ、職員個々

のスキルアップを図る必要があり、次の取組を推進します。 

 

人材確保の取組 

 

ア 長期的視点に立った人事異動・人員配置 

児童相談所は、一時保護や措置・介入といった強い権限を行使して、虐

待の重症度の高い子どもや困難を抱えた保護者に対応する重要な役割を

担うため、職員には、緊急かつ、より高度な専門的対応が求められます。 

こうしたことから、必要な経験を蓄積するため、長期的な視点から、人

事異動や人員配置を行う必要があります。 

 

イ 人事交流・派遣研修の継続実施 

虐待の重症度が高い子どもへの対応や非行相談をはじめとした児童相

談業務の習得のほか、業務の中核を担う職員の養成を目的として、県中

央児童相談所との人事交流・派遣研修を継続して実施します。 

 

ウ 弁護士・医師等の専門職の確保 

専門職が関わりやすい体制づくりを進めるため、確保が容易でない弁

護士・医師については、常勤にこだわらず、非常勤職員を活用するなどの

柔軟な方策を検討します。 

また、スーパーバイザーについては、児童福祉司・児童心理司ともに児

童相談所での一定年数を経験することが条件となっているため、県の理

解・協力のもと、スーパーバイザーの経験を有する指導的立場の職員の

派遣要請を検討します。 

さらに、専門性を高めるため、保健師、保育士、精神保健福祉士等の資

格を有する職員の確保に努めます。 

 

人材育成の取組 

 

エ 組織力の向上 

要保護児童等や養育が不安視される保護者に向き合うためには、組織

の力が大切であり、経験を蓄積した高い専門性を有する職員が、十分な専

門性を有するまでには至っていない職員を丁寧に指導・支援することで、

そのスキルを向上させ、児童虐待への対応が組織的に行えるようにしま

す。 

また、職員一人ひとりが、常に「子どもの権利（※１８）擁護」の理念

を共有し、実践に努めることで、組織力の維持・向上に取り組みます。 
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（※１８）児童福祉法第１条には、子どもの権利として「適切に養育されることその

生活を保障されること、愛され、保護されること、その心身の健やかな成長及び発

達並びにその自立が図られることその他の福祉を等しく保障される」ことが規定さ

れている。 

また、日本が批准している国際条約「児童の権利に関する条約」には、「生きる権

利」「守られる権利」「育つ権利」「参加する権利」が子どもの権利として定められて

おり、「大分市子ども条例」では、子どもの権利として「一人ひとりが大切にされ、

健やかに育つための環境を求めること」や「年齢及び成長に応じてまちづくりに参

加すること」などが規定されている。 

 

オ 研修機会の充実 

国の虐待対応指導者研修や県の児童相談所実習研修等（専門研修）を受

講するとともに、児童福祉施設等の現場における研修（実地研修）や職場

で実務を行うことで育成を図るＯＪＴ研修を実施することにより、専門

的知識の習得や技術力の向上等、職員の力量を培うための取組を進める

とともに意識改革を図ります。 
 
 
 
 
 

児童相談所には、一時保護や措置・介入といった強力な権限が与えられてお

り、児童福祉法に掲げる「適切に養育されること、その生活を保障されること、

愛され、保護されること、その心身の健やかな成長及び発達並びにその自立が

図られること」などの子どもの権利を擁護するための、いわば「最後の砦」で

す。 

この児童相談所の権限を適切に遅滞なく行使するため、児童相談所の設置に 

当たり、本市は人材確保・人材育成を着実に進める必要があります。 

また、県中央児童相談所は、職員一人ひとりの経験が積み重ねられ、有資格 

者の配置や班編成などについての運営ノウハウも蓄積されており、「組織とし

ての力」を有しています。 

こうしたことから、「（１）設置場所の考え方」にまとめたとおり、当初は、 

十分に検討を行い選定した場所に児童相談所を開設し、「組織としての力」を引

き継ぐとともに、その運営手法をしっかりと理解し、学ぶこととします。 
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（３）財源確保等の国への働きかけ 

児童相談所・一時保護所の施設整備や運営に係る国の支援は以下のとお

りです。（令和３年４月現在） 

 

  

施設整備の財政支援 

  

 施設整備費 

児童相談所 

○一般財源（平成１８年度～） 

平成３０年度から、一般財源化前の国庫補助金相当額 

（総事業費の １／２）が施設整備事業債の対象となり、 

その元利償還金について、地方交付税措置（※１９）が

講じられることとなった。 

一時保護所 

○国庫補助金（次世代育成支援対策施設整備交付金） 

令和２年度補助単価 

      基本分：定員１人あたり１２，７００千円 

      加算分：定員１人あたり ２，９００千円 

    （初度設備相当加算、個室化・ユニット化等に係る加算） 

  

（※１９）児童相談所施設整備費（令和２年度〜） 

施設整備事業（一般財源化分） 

（充当率 100％ 交付税措置率 70％） 

     一般単独事業 

（充当率 90％ 交付税措置率 50％） 

一般 

財源 

＊一般財源化前の国庫補助金相当額（総事業費の 1/2）の３０％については、普通交付税により措置 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 51 - 

 

 運営費の財政支援 

 

 運営費 補助職員（嘱託員）経費 

児童相談所 

○一般財源 

（昭和６０年度～） 

※地方交付税算定において、 

令和３年度は標準団体ベー

スで、前年度の６３名から 

７０名へ職員７名分が増員 

 

 

 

○国庫補助金（児童虐待・DV 対 

策等支援事業費補助金） 

・保護者指導を行う者 

３，５２８千円/１ヶ所 

・非常勤医師 

７４８千円/１ヶ所 

・非常勤弁護士 

７，８２２千円/１ヶ所 

・安全確認を行う者 

１３，８５１千円/１ヶ所 

・研修専任ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 

４，６１７千円/１ヶ所 

【補助率】国 １／２ 

一時保護所 

○国庫負担金 

（児童入所施設措置費等国 

庫負担金） 

【補助単価】 

４７，８５０千円/１か所 

【負担率】 

国 １／２、市 １／２ 

○国庫補助金（児童虐待・DV 対

策等支援事業費補助金） 

 

【補助単価】 

・学習指導協力員 

 基本分：１，６３５千円×人数

（上限３人） 

 加算分：２，５１８千円（配置 

中１人まで） 

 ・障害等援助協力員 

 ・トラブル対応協力員 

 ・一時保護委託付添協力員 

 １，６３５千円×実施事業数 

【補助率】国 １／２ 

 

 

  運営費については、医師や弁護士の配置や、通告を受けた際に子どもの安全 

確認を迅速・確実に行う体制を強化するための職員配置等について、補助金に 

よる支援措置があります。 
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  国の支援措置については、令和元年に公布された改正児童福祉法の附則に

「施行後５年間を目途に、中核市及び特別区が児童相談所を設置できるよう、 

施設整備、人材確保・育成の支援等の措置を講ずる」こととされており、今後 

とも、国の動向を注視するとともに、中核市市長会等を通じて、支援の拡充を 

求めていく必要があります。 

 さらに、最近の研究結果では、小児期に虐待などの逆境的体験を受けると、 

大人になってから精神的な病理に悩まされる確率が高くなるため、寿命がおよ 

そ２０年縮まることが指摘されており、児童相談所については、虐待を受けた 

子どものその後の人生における心身の健康を阻害するリスク回避のための、先 

行投資と捉える必要があります。 

また、児童相談所の設置に伴い、「里親に関する業務」「児童福祉審議会の設

置・運営」「療育手帳に係る判定事務」などの事務が県から移譲されることとな

りますが、こうした事務は(※２０)、児童福祉法をはじめ、少年法、児童虐待

防止法などに規定されているものまで多岐にわたり、事務量の大幅な増加が、

中核市の児童相談所設置の障害となっている側面もあります。 

こうしたことから、国に対しては、財源確保の働きかけに加え、移譲対象と

なっている事務について、県が対応した方が良いと考えられるものについては、

引き続き県が担当できるようにするなど制度面の見直しを求めていくことも

重要です。 

 

（※２０）「児童相談所運営指針」には、指定都市以外に個別に政令で指定する市が設置

する児童相談所の事務の範囲は、「指定都市が行う事務と同様である」とされている。 
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（４）県（中央児童相談所）のノウハウの継承と役割分担・連携 

本市が児童相談所を設置することにより、本市域内に２つの児童相談所

が存在することとなります。 

その際には、次のような事態の発生が危惧されます。 

 

① 県の児童相談所で適切に対応できたケースに、本市の児童相談所が対応 

できない事態が発生すること。 

   

 ② 県内市町村間で、頻繁に転居を繰り返す世帯のケースでは、県と本市と 

  の間で、ケース移管が繰り返され、情報共有が的確に行われない場合には、 

支援のはざまで子どもを取りこぼしてしまうこと。 

     

  ③ これまで県と本市で、子どもとその家庭に関わってきたケースについて、 

   本市の児童相談所が単独で支援を行うことになると、関係が悪化した際に、 

   孤立化して支援を受け入れない恐れがあること。 

 

「大分市児童相談所設置検討委員会」では、こうした事態をあらかじめ想定

し、本市が児童相談所を設置した際に危惧される事態とその対応等についての

見解（※２１）をまとめています。 

 

  例えば、①については、これまで、子ども家庭支援センターは、児童相談所・ 

警察・教育委員会・保健所等の関係者による定期連絡会を開催し、情報共有や 

援助方針の決定を行っており、児童相談所を開設した後も、連絡会を継続させ 

るとともに、重篤なケースの対応等については、県中央相談所と個別に事例検 

証の場を設けることで、県と市の対応方針に齟齬が生じることを防ぐことがで 

きます。 

また、②については、現在でも、子ども家庭支援センターでは、市町村間で 

の転居に伴う要保護児童等の移管や児童相談所への送致を遺漏なく行ってお

り、子ども家庭支援センターで、これまで培った経験・ノウハウを活かすこと 

で円滑に業務を進めることができます。 

さらに、③については、県と市で関わることが、必ずしも子どもの安全を保 

障するものではありません。 

こうしたことから、対応する機関が十分なスキルを身に着け、責任を持って 

業務を行うことが重要であり、本市が児童相談所を設置する際には、県のノウ 

ハウを引き継ぐための十分な準備を行う必要があります。 
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本市が児童相談所を設置したことで発生が危惧される事態を防ぐためには、 

人事交流・派遣研修を引き続き拡大しながら実施し、県中央児童相談所の有す 

るノウハウや組織の力を学ぶ等、設置のための手順を工夫する必要があります。  

また、本市の児童相談所が開設当初から円滑に相談援助活動を行うことがで 

きれば、県中央児童相談所は、大分市域外で発生する児童虐待に対して、より 

きめ細かな対応が可能となり、本市の児童相談所の設置効果は、広域にも波及 

することが期待できるため、県に対しては、本市の取組の進捗状況を、丁寧に 

説明し、連携・協力を得ながら、児童相談所設置に向けた取組を着実に進める 

ことが肝要です。 

 

（※２１）「大分市児童相談所設置検討委員会」で協議された、大分市が児童相

談所を設置した際に危惧される事態とその対応等についての見解を以下に

記します。 

 

危惧される事態とその対応についての見解 

 

（危惧される事態１）  

一時保護などの「介入」を県中央児童相談所で、「支援」を市の子ども家庭支援

センターで行うことにより、要保護児童等に対して両者で関わることができてお

り、保護者が一つの組織と関係が悪化したとしても、もう一方の組織との関わり

が確保されているため、孤立を防ぐことができていたが、市が児童相談所を設置

し、一つの組織で全てを行うと、関係が悪化した際に、支援が難しくなる可能性

がある。 

 

《見解》 

   一つの組織で「介入」から「支援」までの対応を行うことにより、保護者との

関係が悪化した際の関わりが難しくなるとの指摘がある一方で、児童相談所と市

町村が双方で対応していたにも関わらず、支援のはざまに陥り、事態が重症化し

た例もあるので、同一組織で全てを行うことで支援が難しくなるとは一概に言え

ない。 

県と市で関わることで、子どもの安全性が保障されるものではなく、対応する

機関が十分なスキルを身に付け、責任を持って業務を行うことが重要であり、大

分市が児童相談所を設置する際には、県のノウハウを引き継ぐ等の十分な準備を

行う必要がある。 

 

 

（危惧される事態２） 

    少子化が進み、将来的（２０４０年頃）に大分市児童相談所が担当する児童数

が県中央児童相談所の担当する児童数を上回ることになった場合、県以上の業務

の負担に大分市が対応できるか不透明である。 
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《見解》 

大分市は、児童虐待相談対応件数の増減や県の対応に関わらず、児童虐待の問 

題に真摯に向き合い、主体的に対応しなければならない。 

  

 

（危惧される事態３） 

大分市内に２つの児童相談所ができることとなり、相談する側が混乱する可能

性がある。 

また、２つの児童相談所の連携や協力がなければ、対応に違いが生じることと

なる。 

 

《見解》 

大分市が児童相談所を設置した際に、県中央児童相談所との対応方針に齟齬が

生じないように配慮することは、子どもを守るために当然のことであり、開設当

初から、相談援助活動を的確に行えるようにするため、大分市は、県と連携・協力

し、人材確保・人材育成の取組や広報などの準備を着実に進める必要がある。 

   また、引継ぎのケースなどで、市と県で、互いの見解が異なる場合は、子ども       

  へのより踏み込んだ対応が検証できる機会と捉え、県と個別に事例検証を行うべ 

  きである。 

 

 

（危惧される事態４） 

人材確保・人材育成や施設整備に時間と経費を要する。 

 

《見解》 

大分市は県との人事交流・派遣研修を引き続き実施し、人材確保・人材育成の

取組を推進する必要がある。 

また、財源確保の課題については、引き続き、国に対して、支援の拡充を求めて

いかなければならないが、児童相談所の設置は、虐待を受けた子どものその後の

人生における心身の健康を阻害するリスクを回避する観点から「未来を担う子ど

もへの先行投資」として捉えるべきである。 

 

 

（危惧される事態５） 

迷惑施設として受け止められた場合は、周辺住民への周知・合意形成に多くの 

時間を要することとなる。 
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《見解》 

県が児童相談所を設置する際には周辺住民に丁寧な説明を行い、合意形成を図

っており、大分市にも同様の取組が求められる。 

   また、子どもが不利益を被ることがないよう、相談援助活動を的確に行うため、

県児童相談所の有する重要なノウハウを円滑かつ速やかに引き継げる場所を探す

ことも重要である。 

 

 

（危惧される事態６） 

県内市町村間で頻繁に転居を行う世帯のケースでは、県で対応が完結していた

ものが、市と県の間でケース移管をくり返すことになるため、引き継ぎに不手際

が生じる可能性がある。 

 

《見解》 

  子ども家庭支援センターでは、要保護児童等のいる世帯の転居にあたり、市町

村間で事務引き継ぎを行っており、児童相談所への送致も、同様に遺漏のないよ

う配慮している。 

大分市が児童相談所を設置することで、県内児童相談所間での要保護児童等の

移管の件数は増加する可能性があるが、これまでの経験・ノウハウを活かすこと

により、円滑に業務を進めることができると考えている。 

 

 

（危惧される事態７） 

県中央児童相談所と大分市の児童相談所、それぞれの児童虐待対応や入所措置

等の業務に偏りが出てくる可能性がある。 

 

《見解》 

子どもを守るために、大分市が設置する児童相談所と県中央児童相談所の対応

に差があってはならず、開設当初から、相談援助活動を的確に行えるようにする

ため、準備に当たっては、大分市は、県と連携・協力し人材確保・人材育成の取組

や周知などを入念に進める必要がある。 

また、現在、子ども家庭支援センターは、児童相談所、警察、教育委員会、保健

所等の関係者による定期連絡会を開催し、情報共有や援助方針の決定を行ってお

り、大分市が児童相談所を開設した後もこうした連絡会を継続させるとともに、

重篤なケースの対応等について、県と個別に事例検証の場を設けることで、市と

県の対応方針に齟齬が生じないように努める必要がある。 

 

 

（危惧される事態８） 

大分市が、現在実施している子育て支援の業務に 児童相談所の業務が加わる 

と、人材面、財政面での対応が可能なのか不透明である。 
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《見解》 

    人材確保・人材育成を進めるため、現在行っている県との人事交流・派遣研修

を引き続き実施する必要がある。 

また、児童相談所に関する財源確保の課題については、中核市市長会などを通

じ、国に対して支援の拡充を求めていかなければならないが、児童相談所の設置

は虐待を受けた子どものその後の人生における心身の健康を阻害するリスクを回

避するための先行投資として捉えるべきであり、積極的な確保に努める必要があ

る。 

  

 

設置しない方が良いという理由とそれに対する見解 

 

 

（設置しない方が良い理由１） 

    児童相談所設置には大きな事業費を要するため、県に任せておくことができる

ものは、できる限り県に任せておいた方が経済的である。 

 

《見解》 

    児童虐待相談対応件数は増加の一途をたどっており、今後、中核市において児

童相談所の設置の動きは更に加速すると考えられる。 

    大分市が児童相談所の設置を検討することは、児童虐待の問題に真摯に向き合

うことに繋がり、さらに、児童相談所を設置し、重症度の高いケースに対応する

ことで、軽度のケースに対するスキルも磨かれ、重症化防止も期待できる。 

このようなことから、児童相談所設置については、多くの経費負担が生じると

言われているものの、小児期に虐待などの逆境的体験を受けると、子どものその

後の人生において心身の健康を阻害することが指摘されており、そのリスクを回

避することにより、将来的には財政負担の軽減が期待でき、先行投資として捉え

るべきである。 

 

 

（設置しない方が良い理由２） 

    幸い、県中央児童相談所については、近時において、大きな問題事例が発生し

てないことから、緊急度の高いケースについては、もうしばらくは県に任せてお

き、当面は他の同規模の中核市の動向に留意しておけば足りるのではないか。 

 

《見解》 

    児童虐待相談対応件数は増加しており、県の対応に関わらず、子どもを守るた

め、大分市は児童虐待の問題に真摯に向き合い、主体的に対応する必要がある。 
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（５）児童相談所設置の手順・スケジュール 

子どもを守るためには、本市が設置する児童相談所と県の児童相談所の

対応に差があってはならず、また、要保護児童等の移管等を円滑に行う必

要があります。 

そこで、開設当初から、児童相談所の有する権限を適切に遅滞なく行使

できる力量と体制を整えておく必要があり、「人材確保・人材育成」「県中

央児童相談所のノウハウの継承と役割分担・連携」といった課題を解決し

ながら、児童相談所設置準備を進めるための手順を「大分市における児童

相談所設置に関する提言書」を踏まえ以下に記します。 

 

設置手順 

  

①人事交流・派遣研修の職員を計画的に増員します。 

（県中央児童相談所の運営のノウハウを学ぶとともにスキルアップを

図ります） 

    

  ②県中央児童相談所の担当業務のうち、本市域内にかかる相談援助活動に 

ついて、県の指導のもと、本市職員が実務を担い、経験を積み上げます。 

   

   ③本市の有する機能（福祉・保健・教育等）との緊密な連携が図れ、要保

護児童等の引継ぎを円滑に行うことができる「城崎分館」を含め、最も

ふさわしい場所について検討を行い、選定した場所に本市の児童相談所

を暫定的に開設します。 

    

④一定期間経過し、相談援助活動を円滑に行えるようになった後、県中央 

児童相談所から分離・独立し、本市の児童相談所を設置します。 

（一時保護所をあわせて設置します） 

      

   ⑤相談援助活動を効果的に進めるため、必要に応じ、「子育て支援」「障が 

い児支援」「教育相談」「養育のライフサイクルを見据えた支援」等の付 

加すべき機能の検討を行います。 

    （④と併行して検討することも考えられます） 
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   児童相談所は、子どもの権利を守る最後の砦であり、開設当初から相談援 

助活動をきめ細かく行うためには、「国の財源確保」、「県の協力」、「本市の職 

員スキルの向上」などの課題の解決を図りながら、手順を踏んで準備を進め 

る必要があります。  

  また、本市が児童相談所を設置することは、県内における児童虐待防止対 

策の強化にも繋がるため、設置に向けた準備は県との緊密な連携のもと、広 

域的な視点に立って進める必要があります。 

 

児童相談所設置にかかるスケジュール（概要） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度以降 

基本計画策定 

    

児童相談所の 

体制・組織・ 

業務 

    

人材の確保・ 

育成 

    

その他 

    

                            ※課題の解決を図り、準備を整え次第開設 
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１ 子ども家庭支援センターの体制 

（１）子ども家庭支援センターの現状 

本市の「子ども家庭支援センター」は城崎分館（中央）、鶴崎市民行政セ

ンター（東部）、稙田市民行政センター（西部）の３か所に配置しており、

児童福祉法第１０条の２に定める「市区町村子ども家庭総合支援拠点」と

して、思春期・青年期、親になる準備期から周産期・子育て期までの「切れ

目のない支援」、「寄り添い型の支援」を行い、また、同法第２５条の２に

定める「大分市要保護児童対策地域協議会」の調整機関（同条第４項）と

して、重要な役割を担っています。 

     なかでも、中央子ども家庭支援センターは、ＤＶ相談対応・ＤＶ被害者

支援も担当しており、機能強化を図るため、令和２年４月には配偶者から

の暴力防止及び被害者の保護等に関する法律第３条に定める「配偶者暴力

相談支援センター（※２２）」を開設し、裁判所に保護命令を申し立てる申

請書の作成支援や、支援措置に関する証明書の発行業務なども行っていま

す。 

 

 

（※２２）配偶者暴力相談支援センターは、配偶者から暴力を受けた被害者の保護

のため、相談対応や指導、必要な援助を行う機関であり、「配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護等に関する法律」により、都道府県には設置が義務付けられ

ている。 

また、市町村の設置は、努力義務となっているが、国の第５次男女共同参画基

本計画において、市町村の設置する配偶者暴力相談支援センターを、令和７年ま

でに１５０か所（令和３年４月現在、１２７か所）とすることが成果目標として

掲げられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章「子ども家庭支援センターの在り方」編 
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①子ども家庭支援センターの組織体制    

子どもすこやか部             

子育て支援課               

   中央子ども家庭支援センター（２９名） 

（内訳）所長１名 参事補１名 正規職員２１名 会計年度任用職員６名 

 

       総務担当班（リーダー１名・正規職員２名） 

        【分掌業務】  

         ◎児童相談所設置検討 

         ◎児童家庭相談システムの構築 

         ◎子ども家庭支援センター業務の総合調整 

         ◎子ども家庭支援センターの庶務・予算 

   

       子ども相談支援担当班 

（リーダー（ＳＶ）１名・正規職員１５名・会計年度任用職員４名） 

        【分掌事務】 

         ◎児童・妊産婦の福祉に係る相談・援助 

         ◎児童虐待防止 

                  ※正規職員５名は県中央児童相談所に派遣 

       ＤＶ相談支援担当班（大分市配偶者暴力相談支援センター） 

    （リーダー１名・正規職員１名 会計年度任用職員２名） 

     【分掌事務】 

      ◎ＤＶ相談・ＤＶ被害者に対する支援       

東部子ども家庭支援センター（９名） 

（内訳）所長１名 正規職員７名 会計年度任用職員１名 

        【分掌事務】 

           ◎児童・妊産婦の福祉に係る相談・援助 

           ◎児童虐待防止    

西部子ども家庭支援センター（１０名） 

（内訳）所長１名 正規職員８名 会計年度任用職員１名 

        【分掌事務】 

           ◎児童・妊産婦の福祉に係る相談・援助 

◎児童虐待防止 

※正規職員２名は県中央児童相談所に派遣 

（令和３年４月現在） 

子ども家庭支援センター ４８名 

 （所長３名・正規職員３７名・会計年度 

任用職員８名） 

※県中央児相派遣職員と産休・育休職員含む 
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 ②子ども家庭支援センターの職員（職種）の内訳（令和３年４月現在） 

 

 

子
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ン
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所

長

参

事

補

3

子ども相談

支援担当班

参事補（グループリーダー）

総務担当班

参事補（グループリーダー） 　事務 1

主査 　事務 1

事務員

　福祉 1

参事補 　事務 1

　事務 1

主査 　心理 2

主査 　心理 1

主査 　福祉 1
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ＤＶ相談支援
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主任 　福祉 1

会計年度任用職員

主任 　事務 1

　福祉 2

4

主査 　福祉 1

主査
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福祉 1
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  市区町村子ども家庭総合支援拠点は、児童人口規模に応じて、最低配置人員 

が決まっており、本市は大規模型（児童人口概ね７.２万人以上（人口４５万人 

以上））に該当します。 

  また、支援拠点には、原則として、（ア）子ども家庭支援員、（イ）心理担当

支援員、（ウ）虐待対応専門員を置くものとされており、それぞれの資格と配置

基準については、下記のとおりです。 

 

（ア）子ども家庭支援員 

   社会福祉士、精神保健福祉士、医師、保健師、保育士等 

 

（イ）心理担当支援員 

大学や大学院において、心理学を専攻する学科又はこれに相当する課程 

を修めて卒業した者等 

 

 （ウ）虐待対応専門員 

    社会福祉士、精神保健福祉士、医師、保健師等 

 

市区町村子ども家庭総合支援拠点の最低配置人員表  （令和３年４月現在） 

 

人口規模 

子 ど も 家

庭支援員 

（１名は非常勤可） 

心 理 担 当

支援員 

（非常勤可） 

虐待対応

専門員 

（非常勤可） 

合 計 

小
規
模
型
 

小規模 

A型 

児童人口概ね０.９万人未

満（人口約５.６万人未満） 

常時 

２名 
― ― 

常時 

２名 

小規模 

B型 

児童人口概ね０.９万人以

上１.８万人未満（人口約

５.６万人以上約１１.３

万人未満） 

常時 

２名 
― 

常時 

１名 

常時 

３名 

小規模 

C型 

児童人口概ね１.８万人以

上２.７万人未満（人口約

１１.３万人以上約１７万

人未満） 

常時 

２名 
― 

常時 

２名 

常時 

４名 

中規模型 

児童人口概ね２.７万人以

上７.２万人未満（人口約

１７万人以上約４５万人

未満） 

常時 

３名 

常時 

１名 

常時 

２名 

常時 

６名 

大規模型 

【大分市該当】 

児童人口概ね７.２万人以

上（人口約４５万人以上） 

常時 

５名 

常時 

２名 

常時 

４名 

常時 

１１名 

 

子ども家庭支援センターには４８名の職員を配置しており、全国の拠点の中で

も充実した体制を構築しています。 



- 65 - 

 

（２）子ども家庭支援センターの主な業務 

ア  児童福祉法第１０条に関する業務 

子ども家庭支援センターでは、子どもとその家庭及び妊産婦等を対象

に実情の把握や必要な調査及び指導、支援を行っています。また、子育

ての心配や子ども自身の悩みごとなど、子どもに関するあらゆる相談を

受け付け、相談内容に応じてカウンセリングや利用できるサービスの提

供などを行っています。 

 

イ 児童福祉法第２５条に関する業務（児童虐待の相談・通知への対応） 

       虐待の相談や通告を受けた際には、収集した情報を基に（緊急）受理

会議を行い、事実関係を整理するための調査を行います。 

          また、調査結果を踏まえたアセスメントを基に、ケース検討会議によ

る支援方針の決定、支援計画の作成を行い、関係機関と連携して必要な

支援を行います。 

       さらに、虐待が緊急・重篤なものについては、県中央児童相談所に送

致するとともに、連携して対応します。 

 

    ウ 要保護児童対策地域協議会 

「大分市要保護児童対策地域協議会」は、県中央児童相談所、小中学校

等、民生委員・児童委員、警察、児童養護施設、弁護士、医師、保健所

などで構成し、子ども家庭支援センターが調整機関として協議会の事務

を総括しています。 

協議会には、構成団体の代表者による「代表者会議」、実務担当者によ

る「実務者会議」、個別のケースについて担当者レベルで協議するための

「個別事例検討会議」があり、関係機関との連携により、支援が必要な

子どもとその家庭、妊婦に関する情報共有や具体的な援助方針等の決定

などを行っています。 

 

    エ 子育て短期支援事業（ショートステイ・トワイライトステイ） 

       保護者の疾病・育児疲れ・慢性疾患児の看病疲れ・育児不安などの身

体上又は精神上の事由、出産・看護・事故などの家庭療養上の事由、冠

婚葬祭・出張や学校等の公的行事への参加など社会的な事由により、子

どもを養育することができない場合、一時的に児童養護施設等で子ども

を預かる制度で、子ども家庭支援センターは、保護者と児童養護施設や

里親等の調整役を担っています。 

子育て短期支援事業は、支援が必要な保護者が、独りで悩みを抱え込

むことを防ぐことによる児童虐待の未然防止の効果もあります。 
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   オ 養育支援訪問事業 

        大分市保健所が行う「乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事

業）」等を通じて把握した育児ストレス・産後うつ・育児ノイローゼ等の

子育てに不安や困難を抱える家庭に対して必要な支援を行います。 

具体的には、養育支援訪問ヘルパーを派遣することによる清掃・洗濯・

調理・授乳・沐浴・おむつ交換等の家事育児援助と保健師・保育士・社

会福祉士等による育児相談・育児指導があります。 

家事育児援助と育児相談・育児指導の実施により、子育ての悩みや不

安の軽減、養育技術の向上、生活環境の改善が図られ、児童虐待防止に

繋がる効果も期待できます。 

また、ヘルパー派遣を委託している事業所から、家庭状況の報告を受

けることで、支援方針の決定にも役立てています。 

 

   カ 児童虐待防止のための広報・啓発活動 

     児童虐待の早期発見・早期対応・未然防止を図るため以下の広報・啓

発の取組を進めています。 

 

（ア）子育て支援・児童虐待防止啓発講演会の開催 
児童虐待防止対策の一環として、１１月の児童虐待防止月間に、要

保護児童対策地域協議会の構成員と一般の方を対象に、要支援児童や
要保護児童とその保護者に対する理解を深めることや、関係機関の相
互連携を図ることを目的とした講演会を平成１９年度から開催して
います。 
講演会参加者に対しては、アンケート調査を実施しており、その分
析結果は子ども家庭支援センターをはじめ「大分市要保護児童対策地
域協議会」を構成する団体で共有し、翌年度の啓発講演会を決定する
際の参考にしています。 

 
   （イ）「子ども虐待対応の手引き」・リーフレット等の配布 

虐待の早期発見、早期対応を図るため、「子ども虐待対応の手引き」
を幼児教育・保育施設、小中学校等、児童相談所、警察、保健所など
の関係機関に配付しています。 
また、子育ての悩みを子ども家庭支援センターに気軽に相談できる
よう、リーフレットや窓口周知カード（大人用・子ども用）を作成し
ています。 
大人用の窓口周知カードは幼児教育・保育施設、小中学校等を通じ

て保護者に配付しており、子ども用は子どもが自ら進んで相談できる
よう、小中学校等の児童・生徒に直接配付しています。 

 
（ウ）関係機関等への講師派遣 

民生委員・児童委員協議会や放課後児童クラブ、スクールソーシャ
ルワーカー等からの依頼により、研修会に子ども家庭支援センター職
員を派遣し、児童虐待が子どもに与える影響や虐待を発見した場合の
通告先、市や児童相談所、関係機関の連携等について説明し、児童虐
待防止に向けた啓発を行っています。 
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２ 子ども家庭支援センターの方向性 

（１）体制の検証 

子どもの幅広い相談に的確かつ迅速に対応するためには、「市区町村子ど

も家庭総合支援拠点」としての役割を担う「子ども家庭支援センター」は、

本市が設置する児童相談所と、より効果的かつ効率的に業務を分担しなけ

ればなりません。 

児童相談所を設置した中核市の中には、子どもに関する相談対応の全て

を児童相談所に担当させることにより、「市区町村子ども家庭総合支援拠点」

を設置していないところもあります（※２３）が、「大分市児童相談所設置

検討委員会」は、本市の「子ども家庭支援センター」が設置から１５年が

経過し、その存在が広く市民に浸透している現状を踏まえ、子ども家庭支

援センターの存続を前提とした、二つの方向性を提言書にまとめています。 

また、児童相談所運営指針には、「幅広い相談全てを児童相談所のみが受

け止めることは必ずしも効率的ではなく、児童相談所の役割を専門的な知

識及び技術を必要とする事例への対応や市町村の後方支援に重点化」する

ことや、「住民や利用者の視点に立った保健・福祉サービスを推進する観点

から、福祉事務所、保健所、知的障害者更生施設相談所等の各事業所と統

合することも差し支えない」ことが記されています。 

さらに、「大分市における児童相談所設置に関する提言書」においては、

ＤＶ対応を含めた「子ども家庭支援センター」の機能が、児童相談所に付

加する機能の一つとして示されています。 

こうしたことを踏まえ、「子ども家庭支援センター」について、「大分市

における児童相談所設置に関する提言書」に沿って大きく２つの方向性を

定め、組織形態として３案をまとめました。 

なお、方向性を定めるためには、できる限り、選択肢を絞り込み、それぞ

れの効果と課題を明確に把握する必要があり、そこで、中央・東部・西部

の３か所の子ども家庭支援センターを総称して、子ども家庭支援センター

と記すこととします。 

 鶴崎市民行政センターと稙田市民行政センター内に配置した東部、西部

の各子ども家庭支援センターの取り扱いについては、専門職をはじめとし

た配置可能な職員数等を確認しながら、改めて検討を行います。 

 

     （※２３）厚生労働省の調査（平成３０年３月時点）によると、児童相談所を設

置している中核市のうち、明石市（平成３１年４月児相設置）は基準を満たす

拠点を設置しているが、横須賀市・金沢市（平成１８年４月児相設置）は設置

していない。 
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  ①「子ども家庭支援センターを残し、体制を見直す」方向性  

 

（案１）児童相談所内に子ども家庭支援センターを設置 

 

   児童相談所 

 

            総務担当課（班） 

 

            △△△△課（班） 

 

            〇〇〇〇課（班） 

 

            □□□□課（班） 

 

            

  

子ども家庭支援センター 

 

                  ××××班 

 

▽▽▽▽班 

 

 

 

 

 

（注） 

 組織形態として、子ども家庭支援センター内に児童相談所を設置する場合も考えら

れる。 
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≪得られる効果≫ 

 

・児童虐待事案の中でも緊急かつより高度な専門的対応を行う児童相談所 

内に、子育ての心配や子ども自身の悩み事など子どもに関するあらゆる 

相談を受ける子ども家庭支援センターを設置することで、身近な子育て 

相談から一時保護による介入までを同一組織内で完結できるようになり 

ます。 

 

・児童相談所長の権限で、通告受理から必要な支援・措置の実施まで一貫 

した対応が可能になります。 

 

・総務部門を共有することで組織体制のスリム化を図ることができます。 

 

・同一組織であるため、子ども家庭支援センターの職員が、児童相談所の 

扱う重症度の高い虐待のケースについて、分析・検証に関わることがで 

きれば、軽度のケースに対するスキルが磨かれ、重症化防止に繋げるこ 

とができます。 

 

≪課題≫ 

 

・相次ぐ児童虐待事件の報道等により、市民の間には、児童相談所は、重 

篤な事例を扱う指導的な機関であるとの認識が広がっており、抵抗感か 

ら、これまで、子ども家庭支援センターで受け付けていた身近な子育て 

相談等が寄せられなくなる恐れがあります。 

 

・子ども家庭支援センターと児童相談所のそれぞれが有する機能が市民に 

 理解されるよう、分かりやすい周知方法を検討する必要があります。 

  

   ・援助方針決定の最終的な判断を児童相談所長が行うため、これまで、子 

    ども家庭支援センターが取り組んできた「子どもや家庭に寄り添った支 

援」よりも、「介入」を重視・優先した対応が多くなることが懸念されま 

す。 

 

・幅広い業務を担当することになり、児童相談所長には大きな責任が課せ

られるため、高いスキルと豊富な経験を有する人材を確保・配置する必

要があります。 
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  （案２）児童相談所と子ども家庭支援センターをそれぞれ独立して運営 

 

   児童相談所 

 

            総務担当課（班） 

 

            △△△△課（班） 

 

            〇〇〇〇課（班） 

 

            □□□□課（班） 

 

             

 

 

 

 

   子ども家庭支援センター 

 

            総務担当班 

     

        ××××班 

 

 

 

 

 

≪得られる効果≫ 

 

・家庭に寄り添い子育て支援を行う子ども家庭支援センターと、一時保護 

による介入を行う児童相談所が別組織となるため、保護者の同意を得ら 

れずに、介入等の強い権限を行使せざるを得ない状況でも、躊躇なく判 

断することが可能になります。 

 

・長が異なる二つの組織が子どもの支援方法について、協議を行うことで、 

対応がより客観的で適切になることが期待できます。 

 

・市がこれまで取り組んできた支援体制を継続でき、「子ども家庭支援セ 

 ンター」と「児童相談所」のそれぞれの機能が、これまでどおり働くこ 

とになります。 
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≪課題≫ 

 

・国は、「中核市程度の人口規模等を有する自治体について児童相談所を 

設置することにより、子育て支援から要保護児童施策まで一貫した児童 

福祉施策の実施が可能になること、中核市は保健所設置市でもあり、保 

健福祉にわたる総合的サービスの提供も可能になること」を児童相談所 

設置自治体の拡大の趣旨として示していますが、長の異なる組織が二つ 

存在することで、こうした効果が十分にもたらされない恐れがあります。 

 

・子ども家庭支援センターと児童相談所の双方に、総務担当等の人員を配 

置するため、人件費をはじめとしたコストが嵩む恐れがあります。 

 

   ・二つの組織の意見が対立した場合は、調整のため、子どもや家庭に対す 

る方針の決定や支援の実施に時間を要することが危惧されます。 

 

   ・市の組織の中に、子どもに関する相談窓口が増えるため、組織が肥大化 

することや、市民にとって分かりづらくなることが危惧されます。 
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② 「子ども家庭総合支援拠点としての機能を児童相談所内に包含する」方向性 

（案３） 

 

 

子ども家庭支援センター・児童相談所を一体化 

 

 

           総務担当課（班） 

 

           △△△△課（班） 

 

           〇〇〇〇課（班） 

 

           □□□□課（班） 

 

            

 

                             

 

◇２つの機能を一体化して、系統的に整理し、組織を編成する。 

 

 

 

 

 

≪得られる効果≫ 

 

・身近な子育て相談から一時保護による介入までを同一組織内で完結でき 

るようになります。（案１と同じ） 

また、「市区町村子ども家庭総合支援拠点」と「児童相談所」の枠組みを 

超えて、相談から施設入所等の措置までを同一担当者で行う体制などを 

柔軟に構築することができます。 

 

・子育てに関する相談窓口を一つにすることができ、市民にとって分かり 

易い組織となります。 

 

 

・長の権限で、通告受理から必要な支援・措置まで一貫した対応が可能に 

なります。（案１と同じ） 

 

・総務部門を共有することで組織体制のスリム化を図ることができます。 

（案１と同じ） 
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・組織内に階層がなく、組織のフラット化（※２４）が実現するため、速 

やかに意思決定を行うことが期待できます。  

また、各課（班）が対等な位置づけであるため、いずれかの課（班）に 

業務が集中した場合にも、長の判断で組織内の応援が容易に行えます。 

 

    （※２４）組織のフラット化とは、意思決定の段階を少なくし、平らにした組

織編制のことで、意思決定が速やかに行えることや各グループが対等に連携

できること等の効果があるとされている。 

 

 

≪課題≫ 

 

・市区町村子ども家庭総合支援拠点と児童相談所の業務を一体化して行う

ことになり、国に提出する統計資料の作成や補助申請等の事務処理が、

かえって煩雑になることが懸念されます。 

 

・組織の長に、幅広い業務の責任が課せられるため、高いスキルと豊富な

経験を有する人材を確保し、配置する必要があります。 

 

   ・相談から施設入所の措置までを一人の担当で行う場合には、個々のスキ 

ルの違いによって支援の程度に差が生じることが危惧されます。 

 

 

 子ども家庭支援センターの在り方については、国が令和３年１２月に定めた

「こども政策の新たな推進体制に関する基本方針」と整合するよう、常に子ども

の最善の利益を優先して、相談援助活動を展開することを前提に、今後も様々な

意見を聴取しながら、先に述べた２つの方向性について検討を図ってまいります。 

また、現在国において児童福祉法等の改正の準備が進められており、そのなか

で、児童虐待の予防体制強化に向け、子育て世帯に対する包括的な支援体制の強

化として、市区町村に対し、子ども家庭総合支援拠点と子育て世代包括支援セン

ターを見直し、一体的に相談支援を行う機能を有する機関の設置を努力義務とす

る改正案となる見通しであることから、これらの動向も踏まえ、継続して検討し

ていきます。 
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（２）子ども家庭支援センターの機能強化 

     子ども家庭支援センターは、県中央児童相談所と適切な役割分担のもと、

緊密な連携を図っており、本市が児童相談所を設置した後も、「大分市要保

護児童対策地域協議会」に関することや「子育て短期支援事業」「養育支援

訪問事業」など、これまで基礎自治体として担ってきた業務については、引

き続き、子ども家庭支援センターが担当することを基本としながら、検証・

機能強化を進めていきます。 

また、児童相談所を設置することなく、児童虐待防止対策を強化する方

策としては、子ども家庭支援センターの機能強化を図ることが最も効果的

であり、具体的には、現行の業務の拡充、新規事業への着手などが考えら

れます。 

  

 

ア 子育て短期支援事業を通じた里親との関係性の構築 

     《現状》 

     児童福祉法第６条の３第３項に定める子育て短期支援事業は、保護者

の疾病・育児疲れ・育児不安などの身体上又は精神上の事由、出産・看護

など家庭養育上の事由、冠婚葬祭・出張や学校等の公的行事への参加な

ど社会的事由等により、子どもを養育することができない場合、一時的

に児童養護施設等で子どもを預かる制度で、子ども家庭支援センターが

窓口として、児童養護施設や乳児院などの９施設と委託契約を行い、受

入等の調整を行っています。 

子育て短期支援事業は、支援が必要な保護者が、独りで悩みを抱え込む

ことを防ぎ、また、児童虐待の未然防止に繋がる効果も期待できますが、

近年は、利用者の急増に伴い、施設との調整が困難な状況が生じていま

す。 

 

     《期待できる効果》 

令和２年３月に県が策定した「大分県社会的養育推進計画」には、「シ

ョートステイへの対応が期待される短期的里親の確保に努める」ことが

まとめられており、また児童福祉法の改正（令和３年４月１日施行）によ

り、市町村が児童を里親に直接委託して実施することが可能となったこ

とから、本市では令和３年度から、子育て短期支援事業において、里親を

活用した取組を進めています。 

子育て短期支援事業において、児童養護施設や乳児院の利用に加え、里 

親を活用することで、児童にとっても一時的な生活の場の選択肢が増え

るメリットがあるとともに、受入体制の充実と利用者数の拡大を図るこ

とができ、児童虐待の未然防止のための施策の充実に繋がります。 
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   また、前述の計画において、児童相談所職員に実施したアンケート調

査結果によると、①家庭分離せずに済むために最も有効と思うサービス

は「ショートステイ」、②代替養育を必要とする子どもを４０％程度減ら

すことが見込まれる、とのことでした。これらのことから、児童虐待以

外の要因であっても、子どもを可能な限り家庭で健やかに養育できるこ

とにつながると期待されています。 

 

      《課題》 

子育て短期支援事業の実施主体は市町村ですが、里親に関する事務は

県(児童相談所）が所管しており、子育て短期支援事業の利用者と里親の

調整役として本市がどこまで主体的な役割を果たせるかは、現時点では

不透明です。 

また、「大分県社会的養育推進計画」によると、里親の高齢化や転勤の

ほか、養育が難しい子どもが増加傾向にあることなどにより、委託可能

な里親が不足している状況にあります。 

里親登録の拡大については、「里親説明会」の会場提供などで、県中央

児童相談所に協力していますが、子育て短期支援事業で里親を活用する

ためには、本市が令和３年度から配置している家庭養護推進員が中心と

なり、今後さらに本市が積極的に里親制度の周知や新規里親のリクルー

ト（開拓）などに取り組むことが求められます。 

 

イ 非行相談の対応 

    《現状》 

      非行相談は、家出や深夜徘徊、いかがわしい場所への出入り、性的逸

脱など、将来刑罰法令に触れる行為を伴う恐れがあるぐ犯行為や、刑罰

法令に触れるものの本人が１４歳未満であるため刑罰責任は問われな

い触法行為に関するもので、行動観察のために一時保護が必要となる場

合も少なくありません。 

       また、子どもや保護者に相談するための動機づけが十分でないケース

もあるため、対応する職員には高度なソーシャルワーク（問題解決を図

るための相談援助活動）技術が求められます。 

こうしたことから、令和２年度から少年鑑別所等関係機関を大分市要

保護児童対策地域協議会の構成員に加えています。 

   

      《期待できる効果》 

比較的低年齢による軽度の非行で、一時保護を行うことなく、また、

警察が対応するまでには至らないケースについては、子ども家庭支援セ

ンターで対応することにより、組織としてのスキルアップが図られると

ともに、あらゆる子ども家庭相談に応じる市町村の責務を果たすことに

繋がります。 
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     《課題》 

   「市区町村子ども家庭支援指針（ガイドライン）」によると、非行相談

は、市区町村子ども家庭支援拠点でも対応することとなっていますが、

非行相談については、一時保護が必要なケース、心理・医学等の判定な

どを必要とするケースなど、より高度で専門的な対応が求められるもの

も少なくありません。 

     また、子ども家庭支援センターで対応したものの、指導困難なケース

などで、最終的に県中央児童相談所に送致することとなった場合は、当

初から児童相談所が関わる場合と比較すると援助活動が遅れてしまう

ことが危惧されます。 

 

  

ウ ２４時間３６５日対応可能な体制づくり 

    《現状》 

      子ども家庭支援センターの開所時間（中央は、平日８時３０分から１

８時、東部・西部は、平日８時３０分から１７時１５分）以外に児童虐

待の通告があった場合は、市役所の当直から、子ども家庭支援センター

の所長に連絡が入ることになっていますが、市民や関係機関に対しては

更なる周知の徹底が求められています。 

 

《期待できる効果》 

   「市区町村子ども家庭支援指針（ガイドライン）」によると、市町村は、

夜間、休日等の執務時間外であっても相談・通告を受けて適切な対応が

採れるよう所要の体制を整備することが求められており、子ども家庭支

援センターに、２４時間３６５日対応可能な当直体制の整備を行うこと

により、通告受理後の速やかな初期対応が可能になります。 

 

《課題》 

      当直体制を整備するためには、必要な人員を別途確保する必要があり

ます。 

      また、夜間・休日の電話対応等の業務を児童家庭支援センターなどの

民間の相談機関や、２４時間３６５日対応可能な体制を整えている県中

央児童相談所に委託する方法もありますが、委託費用を確保する必要が  

あることや、通告内容に関する秘密の保持に配慮しなければなりません。 

  さらに、夜間・休日に通告を受理した後の子ども家庭支援センターの

初期対応のための体制も確立させる必要があります。 

なお、児童相談所が設置されることになれば、その体制の中で対応を

行うことが可能となります。 
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エ 医師・弁護士の配置 

《現状》 

     子ども家庭支援センターは、医師・弁護士は配置していないものの、

令和３年４月現在、社会福祉士２２名、臨床心理士１２名、保健師１名、

小学校教諭１名、保育士３名の有資格者を配置し、児童虐待の早期発見・

早期対応・未然防止に取り組んでいます。 

 

     また、平成２９年度の子ども家庭支援センターによる児童虐待対応件

数は６４２件で、平成３０年度は８３８件、令和元年度は１,０１２件

と増加しており、令和２年度は９１９件と減少したものの依然高止まり

の状態にあり、さらに、少子化・核家族化・地域との繋がりの希薄化の

進行に伴い、相談内容もネグレクト・心理的虐待など多様化・複雑化し

ている状況にあります。 

 

《期待できる効果》 

     医師を配置することで、子どもや保護者に対する医学的見地からの指

導や、虐待が心身に及ぼした影響に関する医学的判断を速やかに行うこ 

とができます。 

   また、弁護士を配置することで、相談者等に対して、法的知識を前提

とした説明を適切に行うことができ、また、法律相談を必要とする相談

者等を、弁護士に繋げるなどの支援が可能になります。 

 

《課題》 

      国からの十分な財政的支援がない中で、子ども家庭支援センターが単

独で、確保が容易でない医師・弁護士の配置を行うことは、前章の児童

相談所設置検討の記述にもあるとおり大変厳しい状況であり、医師会、

弁護士会の協力を得ながら、非常勤職員の活用を中心に検討していく必

要があります。 

 

 

 子どもを取り巻く問題に対し、身近な相談機関である子ども家庭支援センター

が、より良い支援を行っていくためには、上記に掲げる機能強化が有効であると

考え、子どもやその家庭のニーズを踏まえ、今後関係機関との更なる連携のもと

児童福祉施策の充実を図っていきます。 

また、児童虐待防止対策の強化を図るための児童福祉法等の一部を改正する法

律において、令和２年４月１日施行後２年を目途に、子どもの意見表明権を保障

する仕組みの検討を行い、その結果に基づいて必要な措置を講じることとされて

いることからも、今後施策の遂行にあっては、子どもの意見を傾聴し、その最善

の利益が優先して考慮されるよう子どもへの支援を行っていく必要があります。 
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大分市児童虐待防止対策を強化するための基本計画策定委員会委員名簿 

（敬称略・順不同） 
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相澤　仁 委員長

2 司法
大分県弁護士会

「子どもの権利委員会」委員
森脇　宏

3 大分市連合医師会副会長 澤口　博人 副委員長

4 大分県産婦人科医会 貞永　明美

5 大分市連合医師会 小野　重遠

6
民生児童

委員
大分市民生委員児童委員協議会会長 定宗　瑛子
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岩尾　亮
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9
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児童家庭支援センター「ゆずりは」センター長 垣迫　弘美

10
人権擁護

委員
人権擁護委員 阿部　三四子

11 心理 大分県公認心理師協会会長 小野　貴美子
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15 大分市私立幼稚園連合会代表 川原　恒太郎
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19 大分市教育委員会事務局教育部長 末松　広之
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行政

医療

児童養護

施設

教育


